
Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

1

1

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成 14

２．事務事業の概要

□ □ ■
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

委託の内容

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

事務事業名 旧中部牧場管理運営事業 事務事業コード 111-101-41
総
合
計
画 施策名

農業所得の向上を目指し、やりがいのある農林業を確立する

光熱水費

平成１４年３月に閉鎖された旧最上中部牧場であるが、それ以後も施設及び採草地等は畜産農家に利用され畜産経営の一助になっ
ている。

事業費の算出根拠（R2）

8,515

・畜舎等の施設の除雪 随時

説明事業

その他　（

Ｒ2見込

実績 44 4

基本目標 いきいきと働き、活力とにぎわいのあるまち 担当課 農林課

政策名

内線 262

担当者 押切　健

農業経営基盤の強化

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

法令根拠

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 ６款１項４目 旧最上中部牧場管理運営事業費0001-05 予算コード 01-060104-0105

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

旧最上中部牧場の施設を市内畜産農家が乳牛の預託や採草地の確保
といった面で活用することにより、畜産経営の安定化を図る。

事
業
内
容

・既設牛舎において、乳牛の預託事業及び繁殖牛による子牛の生産。
・採草地及び施設の維持・管理。
　①牧道枝の草刈り、枝払い
　②用地や牛舎等施設の利用推進

対
象

・旧最上中部牧場利用団体協議会（旧最上中部牧場預託利用者会、新
庄市和牛改良組合、新庄市酪農研究会）
・エコもがみ担い手組合

目
指
す

状
態

牛の預託制度や採草地の利用等、管内畜産農家の経営に欠かせない
ため、旧最上中部牧場が適切に維持管理されている。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

指標名称 利用団体数
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

4 4 4
-

説明（算式等） 達成率
活
動
指
標

指標名称 維持管理している採草草地面積（ｈａ）
年度

説明（算式等）

対
象
指
標

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 2727 27 27 27 27
-

達成率
成
果
指
標

指標名称
年平均飼養頭数（頭：乳用牛（預託含）＋
和牛育成）

年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2目標

実績 9086 87 83 79 80
110

説明（算式等） 山科氏（38+6）+高山氏（27+5+14） 達成率 81.8%78.2% 79.1% 75.5% 71.8% 72.7%

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

・不法投棄パトロール

事業費　・・・　① 1,8101,846 2,530 1,618 1,137

内
　
訳

国庫支出金

県支出金

受益者負担

636その他特財 1,0971,617 1,232 954 803

主な歳出の内訳

111

1,535

78施設管理委託料

除排雪委託料

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

一般財源 713229 1,298 664 334 7,879

随時

有害な植物及び障害物の除去等業務

・牧道の草刈り作業 ３回

・牧道等のはみ出し枝除去作業 ２回

・畜舎等の施設の見回り管理 随時
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価

111-101-41(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

1

1

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 S54 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

□ □ ■
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

市内繁殖農家の増頭及び優良血統の子牛生産に寄与した。

受益者負担

一般財源 00 0 0 0 0

主な歳出の内訳

その他特財

県支出金

達成率

0 0

内
　
訳

国庫支出金

632 651

100.2% 89.7% 96.6%

補
足
説
明

105

説明（算式等）

成
果
指
標

指標名称
繁殖農家飼養の繁殖雌牛保有頭数(頭：
12ヶ月以上)

年度 R2Ｈ27

93.1%92.9% 97.2%

Ｒ1

達成率

583 628
650

-

Ｒ2目標

実績 605604

- -

Ｒ1

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

5 10

Ｒ2計画

実績 1015 11 12
-

-- -

活
動
指
標

指標名称 新規貸付頭数（頭）
年度 R2Ｈ27

説明（算式等）

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

説明（算式等） 達成率

Ｒ2見込

実績 6767 65 66 66 68
-

対
象
指
標

指標名称 繁殖農家数
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

繁殖農家に対して市が購入した和牛繁殖牛を貸付けることで、増頭及
び繁殖技術の向上を図り繁殖農家の経営基盤安定化に繋げる。

事
業
内
容

市が子牛（繁殖雌牛）を購入し、和牛繁殖農家に4年間貸付ける事業。4
年後に購入に要した金額で農家に譲渡する。成雌牛を購入した場合に
は3年間。50万円/頭を上限。50万を超えた場合は超えた分を貸付時に
納入してもらう。

対
象

繁殖農家

目
指
す

状
態

優良雌牛の導入頭数を増やすことにより、優良子牛の品質向上生産拡
大を図る。繁殖農家飼養の繁殖母牛（12ヶ月以上）を５年間で６５０頭を
目標にする。

実
施
形
態

市直営 全部委託

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

法令根拠

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 ６款１項２目 職員給与費 予算コード 01-060102-0100

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 説明事業

目
的

111-102-41
総
合
計
画

基本目標 いきいきと働き、活力とにぎわいのあるまち 担当課 農林課

政策名

内線 262

事務事業名 肉用繁殖牛集団導入事業 事務事業コード

担当者

評価事業

（期限の定めの無い事業）

農業所得の向上を目指し、やりがいのある農林業を確立する 押切　健

施策名 農業経営基盤の強化

貸付中頭数 38

貸付開始頭数 12 貸付開始頭数 貸付開始頭数

上記取崩額 9,582,633 上記取崩額 4,176,673 上記取崩額 8,446,617

42

上記の金額 15,618,354 上記の金額 12,691,312

貸付中頭数 47 貸付中頭数

現金 7,648,725 現金

年　　度 R2Ｈ27

成果（どのような状
態になったか）

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　①

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

00 0 0

13,195,640

現金 10,073,357

貸付開始頭数 10

上記取崩額 7,976,716

貸付中頭数 41

12,661,312上記の金額

10,606,838現金10,576,838

上記の金額
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実

行

評

価

111-102-41(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

1

1

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 H9 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

R2実績

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

管内で生産された優良子牛を管内で保留した場合に、新庄市和牛改良組合において農家に奨励金を出している。

事務事業名 優良子牛認定保留事業 事務事業コード 111-103-41
総
合
計
画

基本目標 いきいきと働き、活力とにぎわいのあるまち 担当課 農林課

政策名 農業所得の向上を目指し、やりがいのある農林業を確立する 担当者 押切　健

施策名 農業経営基盤の強化 内線 262

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 ６款１項４目 畜産振興事業費 予算コード 01-060104-0101

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

優良血統の繁殖牛を管内保留することにより、増頭及び最上家
畜市場の取引頭数・価格向上に繋げる。

事
業
内
容

新庄市和牛改良組合が取り組む事業（遺伝・交配を駆使した和
牛改良のための繁殖雌子牛の購入）に、支援・奨励費の支給。

対
象

畜産農家（肉用牛）

目
指
す

状
態

優良な雌子牛を管内に保留することによって、生産される優秀
な肉用牛の増頭を図る。最上家畜市場の全国公表に達する市
場取引頭数を目指し、繁殖牛の産地形成を確立する。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 畜産農家数
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 6767 65 66 68 68
-

説明（算式等） 達成率
活
動
指
標

指標名称 認定保留頭数（頭）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 2930 29 23 19 26
20

説明（算式等） 達成率 145.0%150.0% 145.0% 115.0% 95.0% 130.0%
成
果
指
標

指標名称 最上家畜市場子牛取引頭数（頭）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2目標

実績 1,7021,808 1,636 1,696 1,758 1,730
2,000

説明（算式等） 達成率 85.1%90.4% 81.8% 84.8% 87.9% 86.5%

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

管内の改良技術前進と、優良子牛の保留に寄与した。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 200200 200 200 200 200 主な歳出の内訳

受益者負担

県支出金

200

その他特財

200

保留頭数29頭のうち、4頭分の200,000円（@50,000円／頭）を市から新庄市和牛改良組合に対して支給。

報償費 200

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

一般財源 200200 200200

内
　
訳

国庫支出金

(
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実

行

評

価

111-103-41(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

1

1

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 H29 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成 年度 ～ 年度

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

担当課

その他特財

押切　健

施策名 農業経営基盤の強化

担当者

内線 262

事業区分

事務事業名 畜産経営競争力強化支援事業 事務事業コード 111-104-41
総
合
計
画

基本目標 農林課

政策名 農業所得の向上を目指し、やりがいのある農林業を確立する

いきいきと働き、活力とにぎわいのあるまち

独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 ６款１項４目 畜産振興事業費 予算コード

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 （期限の定めの無い事業）

目
的

畜産農業の産出額の増大を目指し、意欲ある畜産経営体等の
規模拡大や生産性の向上による競争力の強化等に向けた取組
みを支援する。 事

業
内
容

畜産農家等の要望を取りまとめ、ＪＡや県、生産者とともにより
効果的な計画の検討を行った上で補助事業に関する諸手続き
を行う。

対
象

農業法人、農業生産者団体

全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

畜産経営体の所得向上、経営安定、畜産物生産の維持・拡大、
ブランド化

実
施
形
態

市直営

その他　（

対
象
指
標

指標名称
年度 R2Ｈ27 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績

R2Ｈ27

説明（算式等） 達成率

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 20
3

説明（算式等） 達成率 66.7%0.0%

指標名称 畜産経営競争力強化支援事業交付件数

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

3 2

100.0% 66.7%

Ｈ30 Ｒ1成
果
指
標

指標名称 乳用牛・肉用牛の飼養頭数
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等）

Ｒ2目標

実績 1,2831,433 1,327 1,340
1,500

達成率 85.5%95.5% 88.5% 89.3%

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28

本事業によって、畜産経営の安定化に寄与する自給飼料の増産に向けた生産基盤が整備された。

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 1,8460 15,136 15,805

内
　
訳

国庫支出金

県支出金 1,53912,730

一般財源 3070 0 0

13,171

受益者負担

1,508

2,406 2,634

主な歳出の内訳

Ｒ2実施事業（2事業）について

●萩野牧草利用組合：飼料用収穫機（ロールベーラ）1台　事業費3,322千円　補助額1,508千円
●仁田山飼料作物利用組合：飼料用収穫機（ディスクモーア）1台　事業費748千円　補助額338千円

仁田山飼料作物利用組合補助金 338

萩野牧草利用組合補助金

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

111-104-41(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

1

1

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 H5 年度 ～ 終期 R3 年度

○ 平成 年度 ～

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

一般財源 26,44235,711 35,068 35,068 26,442 26,442

受益者負担
内
　
訳

国庫支出金

県支出金

Ｒ1 事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 26,44235,711 35,068 35,068 26,442 26,442 主な歳出の内訳

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28

農家負担の軽減が図られ、農業経営の安定と新庄土地改良区の管理運営の安定に寄与した。

Ｈ29 Ｈ30

説明（算式等） 達成率 100.0%100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

Ｒ2目標

実績 1,7801,780 1,780 1,780 1,780 1,780
1,780

成
果
指
標

指標名称 受益農家数（戸）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

説明（算式等） 達成率 100.0%100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

Ｒ2計画

実績 1,7801,780 1,780 1,780 1,780 1,780
1,780

活
動
指
標

指標名称 受益農家数（戸）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

1,780
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 1,7801,780 1,780 1,780 1,780 1,780

その他　（

対
象
指
標

指標名称 受益農家数（戸）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

受益農家の経営安定と新庄土地改良区の管理運営の安定。 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

目
的

平成４年度で事業が完了した国営かんがい排水事業において、受益農
家の負担額の軽減と新庄土地改良区の経営安定化を図る。

事
業
内
容

受益農家が負担する事業費の償還と新庄土地改良区の運営費、維持
管理費、及び経営事業負担金の一部を補助。

対
象

受益農家と新庄土地改良区

01-060105-0100

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 （期限の定めの無い事業）

説明事業

法令根拠 新庄農業水利事業農家負担軽減対策助成金に関する債務負担行為（平成５年５月２１日新庄市議会議決）

条例・要綱等 新庄農業水利事業農家負担軽減対策補助金交付規程

予算・事務事業名 一般会計 ６款１項５目 土地改良事業費   0001 予算コード

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

担当者 豊嶋　法皇

施策名 農業経営基盤の強化 内線 266

平成5年～平成29年の事業期間を終えたが、県営かんがい排水事業の償還金が残っていることから、令和3年まで期間延長。

事務事業名 新庄農業水利事業農家負担軽減対策助成金 事務事業コード 111-105-41
総
合
計
画

基本目標 農林課

政策名 農業所得の向上を目指し、やりがいのある農林業を確立する

令和1年度の助成金は、県営かんがい排水事業償還金のみ助成。

令和2年度の助成金は、県営かんがい排水事業償還金のみ助成。

いきいきと働き、活力とにぎわいのあるまち 担当課

その他特財

◎新庄土地改良区管内受益面積3,120ha　(事業地区、維持管理地区の地区数、面積は平成２３年度のものである。)

・事業地区（25地区：1,932ha）の10a＠償還金、維持管理費、経常経費の10a＠１俵価格（19,492円固定）を上回る額を市が全額助成

・維持管理地区（3,120ha-1,932ha=1,188ha）の10a＠維持管理費、経常経費の10a＠１斗価格（4,873円固定）を上回る額を市が全額助成

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

111-105-41(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

1

1

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 H12 年度 ～ 終期 R4 年度

○ 平成 年度 ～ 年度

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

◎施設名称 ◎受益面積

新庄土地改良区 泉田川土地改良区 新庄土地改良区 泉田川土地改良区

①１号幹線用水路（下流部） ⑤第２号導水幹線水路 ２期対策 ２期対策

②２号幹線用水路 ⑥第１号幹線用水路 3,120ha 1,940ha (新庄1,267、金山420、真室川130、鮭川123)

③３号幹線用水路（下流部） ⑦取水幹線水路 ３期対策 ３期対策

④中央管理センター ⑧県営第１号幹線水路 3,120ha 1,925ha (新庄1,256、金山416、真室川130、鮭川123)

⑨県営第２号幹線水路 ４期対策 ４期対策

⑩県営第３号幹線水路 3,120ha 1,925ha (新庄1,256、金山416、真室川130、鮭川123)

補助割合：国５０％、県２５％、市町村２５％

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

主な歳出の内訳

1,631

              　    (支援事業費) 

事務事業名 国営造成施設管理体制整備促進事業 事務事業コード 111-106-41
総
合
計
画

基本目標 いきいきと働き、活力とにぎわいのあるまち 担当課 農林課

政策名 農業所得の向上を目指し、やりがいのある農林業を確立する 担当者 豊嶋　法皇

施策名 農業経営基盤の強化 内線 266

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠 国営造成施設管理体制整備促進事業実施要綱

条例・要綱等 新庄市国営造成施設管理体制整備促進事業費補助金交付規程

予算・事務事業名 一般会計 ６款１項５目 国営造成施設管理体制整備促進事業費 0009 予算コード 01-060105-0900

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 （期限の定めの無い事業）

目
的

新庄・泉田川地区の管理体制の整備を図る

事
業
内
容

◎平成２９年度まで第３期対策、平成30年度から令和4年度まで第４期
対策
　　施設維持管理に対する補助
　　（操作運転や点検整備に要する賃金、施設費、電気料への補助）
　　施設維持管理費に対する補助、協定締結の促進
　　防災機能の強化、ゲリラ豪雨対策、各改良区間でのネットワークの
構築

対
象

国営造成施設を管理する新庄・泉田川土地改良区

全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

農業水利施設が有している農業生産面以外の多面的機能の発揮を促
進するために、今まで土地改良区による施設維持管理の一部を地域団
体等と協定し、大雨時のゲート管理や水路周囲の草刈等を任せ、土地
改良区の経費削減を実施し、健全な経営を目指す。

実
施
形
態

市直営

10 10

その他　（

対
象
指
標

指標名称 管理している国営造成施設数（施設）
年度 R2Ｈ27 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 10 10 10

R2Ｈ27

10
説明（算式等） うち管理体制分10施設 達成率

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 10 10 10
10

説明（算式等） うち管理体制分10施設 達成率 100.0% 100.0% 100.0%

指標名称 管理している国営造成施設数（施設）

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

10 10

100.0% 100.0%

Ｈ30 Ｒ1

5,045

成
果
指
標

指標名称 受益面積（ｈａ）
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等） 第３期対策～：新庄地区3,120ha,泉田川地区1,925ha 達成率 100.0% 100.0% 100.0%

Ｒ2目標

実績 5,045 5,045 5,045 5,045

Ｈ28

操作運転や点検整備に要する賃金、施設費、電気料に補助金が充当され農業施設の適正管理と農家の負担軽減に結び付いてい
る。

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

5,045

事業費の算出根拠（R2）

100.0% 100.0%

8,8709,075 8,588 8,783 12,144

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

年　　度 R2Ｈ27

8,776

内
　
訳

国庫支出金 4,4354,535 4,294 4,391 6,072 4,388

事業費　・・・　①

2,194県支出金 2,2182,266 2,146 2,196 3,036

受益者負担

その他特財

新庄市国営造成施設管理体制整備促進事業費補助金

一般財源 2,2172,274 2,148 2,196 3,036 2,194

【泉田川地区】 (推進事業費)  65

　　　　　　 　　  (支援事業費)

7,082

【新庄地区】    (推進事業費) 92

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

111-106-41(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

1

1

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

R2実績

・かんがい排水 ０件

・農道整備 ０件

・災害復旧事業 ０件

・その他事業 ０件

うち、地震０件、大雨０件

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

□

□

■

主な歳出の内訳

事務事業名 一般土地改良事業補助事業 事務事業コード 111-107-41
総
合
計
画

基本目標 いきいきと働き、活力とにぎわいのあるまち 担当課 農林課

政策名 農業所得の向上を目指し、やりがいのある農林業を確立する 担当者 豊嶋　法皇

施策名 農業経営基盤の強化 内線 266

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市土地改良事業補助金交付要綱

予算・事務事業名 一般会計 ６款１項５目 その他農地対策事業費　0007 予算コード 01-060105-0700

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

農業者の組織する団体並びに農業者が行う土地改良事業について補
助することにより、農家負担の軽減を図る。

事
業
内
容

①かんがい排水事業（工事費30/100以内）
②農道整備事業（工事費30/100以内）
③災害復旧事業（測量・設計費50/100以内）
④その他特に市長が認める事業（工事費30/100以内）

対
象

農業者の組織する団体並びに農業者

全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

農業用排水路、農道等を改修することで生産性の向上を目指す。また、
国指定災害に該当しない部分の災害に対し補助することで、受益農家
負担の軽減を図る。

実
施
形
態

市直営

0 0

その他　（

対
象
指
標

指標名称 補助件数（件）
年度 R2Ｈ27 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 00 0 0

R2Ｈ27

-
説明（算式等） 申請件数により毎年変動 達成率 -

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 00 0 0
-

説明（算式等） 申請件数により毎年変動 達成率 -- - -

指標名称 補助件数（件）

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

0 0

- -

Ｈ30 Ｒ1

0

成
果
指
標

指標名称 土地改良改修箇所数(件)
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等） 申請件数により毎年変動 達成率 - - -

Ｒ2目標

実績 00 0 0 0

Ｈ28

令和2年度は、本事業に関連する事業は行われていない。

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

-

事業費の算出根拠（R2）

-- -

00 0 0 0

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

年　　度 R2Ｈ27

0

内
　
訳

国庫支出金

事業費　・・・　①

県支出金

受益者負担

その他特財

一般財源 00 0 0 0 0

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

その他 いずれにも該当しない事務事業

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

111-107-41(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

1

1

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

国や県の制度による利子補給となる。

25 件

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

受益者負担

548農業経営基盤強化資金利子助成補助金1,090 829 617

その他特財

337

一般財源 2741,041 730 578

国庫支出金

県支出金 274

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28

経営改善を図るために長期資金が的確に供給され、利子補給が行われたことで経営が安定した。

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

説明（算式等） 達成率 -- - - - -

Ｒ2目標

実績 2553 48 44 33 28
-

成
果
指
標

指標名称 資金の利子補給件数（件）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

説明（算式等） 達成率 - - -

Ｒ2計画

実績 317 11 3 4 6
-

活
動
指
標

指標名称 資金の借入受付件数（件）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

説明（算式等） 達成率

Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績

その他　（

対
象
指
標

指標名称
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

農業者が経営改善を図ろうとする場合に、必要な長期資金が的確に供給されるよ
う、また、負債の償還が困難となっている農業者に対して、個々の経営の実情に応
じて償還負担の軽減が図られるよう、借入者または融資機関に対して貸付金の利
子補給を行うことで低利な資金の確保を図る。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

生産拡大等に意欲的に取り組む農業者の経営を支え、農産物
を安定供給できる体制を整え、食料自給率の向上を図る。

事
業
内
容

金融機関からの書類送付を受けて、資金の種類によって県また
は市が審査会に諮り、意見聴取を行う。県・市は金融機関の貸
付決定を受けて、個々の資金ごとに利子補給を行う。

対
象

農業を営む個人・任意団体・法人等

01-060106-0300

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市農業経営基盤強化資金利子助成補助金交付要綱

予算・事務事業名 一般会計 ６款１項６目 農業金融対策事業費0003 予算コード

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

農業所得の向上を目指し、やりがいのある農林業を確立する 担当者 本堂　琉生

施策名 農業経営基盤の強化 内線 267

事務事業名 農業金融対策事業 事務事業コード 111-108-41
総
合
計
画

基本目標 いきいきと働き、活力とにぎわいのあるまち 担当課 農林課

政策名

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　①

424 337

548

423内
　
訳

農業経営基盤強化資金利子助成

農業経営基盤強化資金利子助成　　　　　県１／２　市１／２利子補給負担区分率　

2,131 1,559 1,195 847 674 主な歳出の内訳

対象者

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

111-108-41(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

1

1

1

○ ● ○ ○ ●

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
■ □ □
■ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

米需給推進費補助金及び経営所得安定対策等推進事業費補助金は、新庄市農業再生協議会へ交付。

園芸作物産地化推進支援事業助成金は、園芸作物の新規作付面積により交付。

生産組織等運営費補助金は、５４団体へ組合員数、そば・大豆、飼料作物の新規作付面積により交付。

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 Ｈ30 R1 R2

66.4 65.6 63.6 62.5 63.3 60.6 58.4 55.5 55.5 55.5 56.3 56.7

33.6 34.4 36.4 37.5 36.7 39.4 41.6 44.5 44.5 44.5 43.7 43.3

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□ その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

今後の方向性 理由等
現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

配分率（％）

生産組合等運営費補助金 4,886

園芸作物産地化推進支援事業助成金 107

米需給調整推進費補助金 1,183

経営安定対策等推進事業費補助金 8,882

一般財源 4,8865,566 5,621 8,476 4,661 5,628

主な歳出の内訳

その他特財

受益者負担

県支出金 10,17212,092 11,965 11,885 11,219 10,505内
　
訳

国庫支出金

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

15,05817,658 17,586 20,361 15,880 16,133

Ｒ2目標

実績 100.497.4 100.2 99.5 99.4 99.6
100

達成率

成
果
指
標

指標名称
米の生産の目安達成率（需給調整達成
率）（％）

年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等）

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

16,317 16,576

Ｈ30 Ｒ1

-
説明（算式等） 達成率

指標名称
県農業再生協議会から示された米の生
産の目安（配分された生産目標）（ｔ）

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 16,55216,478 16,230 16,282

R2Ｈ27

-
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 4,9004,916 4,928 4,932 4,930 4,920

その他　（

対
象
指
標

指標名称 水田台帳面積（ha）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

県農業再生協議会から示された米の生産の目安を達成する。 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

米価の安定と農業経営の安定を図るため、農業者と関係機関
で構成する農業再生協議会により、需要に応じた米生産に取り
組む。 事

業
内
容

転作作物や転作面積を確認し、農業者個人や生産組織などの
取組形態ごとに、作付面積に応じて助成金を交付する。
新庄市農業再生協議会（事務局は農林課）が実施。

対
象

水田を持っている（耕作している）農業者

01-060106-0111,0112

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠 農業の担い手に対する経営安定のための交付金の交付に関する法律

条例・要綱等 経営所得安定対策等推進事業実施要綱

予算・事務事業名 一般会計 ６款１項６目 園芸作物産地化推進事業・米需給調整推進事業 予算コード

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

農業所得の向上を目指し、やりがいのある農林業を確立する 担当者 木水　綾乃

施策名 農業経営基盤の強化 内線 264

事務事業名 水田農業経営確立対策事業 事務事業コード 111-110-41
総
合
計
画

基本目標 いきいきと働き、活力とにぎわいのあるまち 担当課 農林課

政策名

転作率（％）

事業費　・・・　①

事業費の算出根拠（R2）

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

需要に応じた米の生産と高収益作物等への転換を図ることにより、農業経営の安定が図られた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

111-110-41(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

1

1

1

○ ● ○ ○ ●

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

本事業は、市民からの申し出があったときに申し出どおりの変更が必要か否かを判断するものである。

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

一般財源 00 0 0 0 0

その他特財

受益者負担
内
　
訳

国庫支出金

県支出金

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 主な歳出の内訳

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ30 Ｒ1Ｈ29

説明（算式等） 達成率

Ｒ2目標

実績
-

成
果
指
標

指標名称 ―
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

説明（算式等） 達成率

Ｒ2計画

実績 53 3 5 6 8
-

活
動
指
標

指標名称
農用地利用計画の変更除外決定件数
（件）

年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

-
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績

その他　（

対
象
指
標

指標名称
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

農業の振興を図ることが必要であると認められる地域について、その地
域の整備に必要な施策を計画的に推進することにより、土地の有効利
用と農業の健全な発展を図る。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

農業の健全な発展を図るとともに、国土資源の合理的な利用に寄与す
ることを目的とする。

事
業
内
容

市民からの申し出を受けて、農業関係機関（農業委員会・ＪＡ・土地改良
区）及び県との調整を図りながら、農用地利用計画の随時の見直し（変
更）を行う。

対
象

本市の農業振興地域内にある農用地等

01-060102-0100

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠 農業振興地域の整備に関する法律第８条

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 ６款１項２目 職員給与費 予算コード

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

農業所得の向上を目指し、やりがいのある農林業を確立する 担当者 本堂琉生

施策名 農業経営基盤の強化 内線 263

事務事業名 農業振興地域整備計画管理事業 事務事業コード 111-111-41
総
合
計
画

基本目標 いきいきと働き、活力とにぎわいのあるまち 担当課 農林課

政策名

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

111-111-41(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

1

1

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成 8

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

◎施設名称

※　受益面積の総数は、新庄地区3,120ha,泉田川地区2,166ha

①清水揚水機場 ⑥第２頭首工 　（各改良区の地区間で重複している区域あり）

②１号幹線用水路（上流部）

③駒場頭首工 ⑦桝沢ダム

⑧第１頭首工

④小月野揚水機場 ⑨第１号導水幹線水路

⑤３号幹線用水路（上流部） 補助割合：国３０％、県４０％、地元３０％

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

農家負担の軽減が図られ、農業経営の安定と新庄土地改良区の管理運営の安定に寄与した。

事務事業名 県営基幹水利施設管理事業助成金 事務事業コード 111-113-41
総
合
計
画

基本目標 いきいきと働き、活力とにぎわいのあるまち 担当課 農林課

政策名 農業所得の向上を目指し、やりがいのある農林業を確立する 担当者 豊嶋法皇

施策名 農業経営基盤の強化 内線 266

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄農業水利事業農家負担軽減対策補助金交付規程、新庄土地改良事業農家負担軽減対策補助金交付規程

予算・事務事業名 一般会計 ６款１項５目 土地改良事業費 予算コード 01-060105-0100

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

県営基幹水利事業に伴う農家負担軽減を図る

事
業
内
容

山形県県営造成施設管理体制整備促進事業費補助金の１０％
分を改良区へ補助。

対
象

県営基幹水利施設を管理する新庄・泉田川土地改良区

目
指
す

状
態

県営基幹水利施設の円滑な促進を図り、多面的機能の発揮を
促進する。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称
管理している県営基幹水利施設数（施
設）

年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 99 9 9 9 9
9

説明（算式等） うち基幹水利管理分9施設 達成率
活
動
指
標

指標名称
管理している県営基幹水利施設数（施
設）

年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 99 9 9 9 9
9

説明（算式等） うち基幹水利管理分9施設 達成率 100.0%100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
成
果
指
標

指標名称 受益面積（ｈａ）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2目標

実績 5,2865,286 5,286 5,286 5,286 5,286
5,286

説明（算式等） 新庄地区3,120ha,泉田川地区2,166ha 達成率 100.0%100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28

新庄１地区（受益面積：3,120ha） 泉田川地区（受益面積：1,226ha）

泉田川２地区（受益面積：1,516ha）

新庄２地区（受益面積：1,100ha）

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 13,07811,055 12,017 11,490 12,284 13,941

内
　
訳

国庫支出金

県支出金

受益者負担

12,284 13,941

主な歳出の内訳

県営基幹水利施設管理事業農家負担軽減対策助成金

今後の方向性 理由等

【新庄土地改良区】     (新庄1,2地区) 12,516

【泉田川土地改良区】  (泉田川地区)  

一般財源 13,078

94

                                   (泉田川２地区) 468その他特財

11,055 12,017 11,490

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

111-113-41(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

1

1

1

○ ● ○ ○ ●

○ 平成 年度

● 始期 H23 年度 ～ 終期 R3 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

720 0

事務事業名 河川内水利適正化事業負担金 事務事業コード 111-114-41
総
合
計
画

基本目標 いきいきと働き、活力とにぎわいのあるまち 担当課

事業費の算出根拠（R2）

農林課

政策名 農業所得の向上を目指し、やりがいのある農林業を確立する 担当者 豊嶋法皇

施策名 農業経営基盤の強化 内線 266

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠 土地改良法第９１条

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 6款1項5目 県営土地改良事業費   0002 予算コード 01-060105-0200

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

国営農業水利事業において、用途廃止されずに残存している施設を撤
去し、当該流域における農業用水管理の適正化及び災害の未然防止
を図る。 事

業
内
容

計画
山形県の旧堰撤去10ヵ年計画に位置付けられている事業（平成23年～
平成30年)
◎平成23年から始まった1期対策が平成28年度で終了し、平成29年か
ら2期対策が開始。

対
象

新庄土地改良区管内４４施設

全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

新庄用水の取水（河川許可占用）時における指導により、旧堰を撤去・
閉鎖すべき施設を早急に廃止し、長期許可水利権の取得を目指す。

実
施
形
態

市直営

21 21

その他　（

対
象
指
標

指標名称 新庄土地改良区管内44施設
年度 R2Ｈ27 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 2214 18 18

R2Ｈ27

24
説明（算式等） 達成率

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 15,84011,880 13,680 14,400
15,300

説明（算式等） 総事業費85,000千円の18% 達成率 103.5%77.6% 89.4% 94.1%

指標名称 県事業費負担累計額（千円）

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

15,660 15,660

102.4% 103.5%

Ｈ30 Ｒ1成
果
指
標

指標名称 累積撤去堰数
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等） 第1期:19施設、第2期:6施設

Ｒ2目標

実績 2214 18 18 21 21
24

達成率 91.7%58.3% 75.0% 75.0% 87.5% 87.5%

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28

農業用水管理の適正化と災害の未然防止が図られた。

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

180

県支出金

事業費　・・・　① 1801,440 1,800 720 1,260

1,260

0

内
　
訳

国庫支出金

一般財源 1,440 1,800

その他特財

1801,000×18%

受益者負担

主な歳出の内訳

広域農業用水適正管理対策事業負担金

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

旧堰撤去

(第1期)新庄地区:19施設(うち1施設存置) (第2期)新庄2地区:6施設

Ｈ23 大欠堰 Ｈ29 調査委託

Ｈ24 蟹沢用水堰 Ｈ30 門ヶ沢6号堰、谷地小屋用水堰①、堂裏第3揚水機

Ｈ25 仁間堰用水、内野堰、上ミ野用水機、喜兵エ堰 R1 事業未実施

Ｈ26 勇堰用水、惣右エ門堰、善助堰、上山崎第１用水機 R2 滝の倉第２揚水機

Ｈ27 芦沢川堰③、相沢堰、滝の倉第3用水機、上山崎第2用水機 R3 善吉堰

Ｈ28 滝の倉用水堰、谷地小屋用水堰②、門ヶ沢７号用水機

111-114-41(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

1

1

1

○ ● ○ ○ ●

○ 平成 年度

● 始期 28 年度 ～ 終期 31 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

単位：千円

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

19,100

主な歳出の内訳

一般財源 2,2000 100 24 400 300

3,600

受益者負担

2,000その他特財

県支出金

500 24 4,000

内
　
訳

国庫支出金

Ｈ27 Ｈ28

施設完成後は土地改良施設等の維持管理費の軽減及び二酸化炭素の排出制限が図られる。

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 事業費の算出根拠（R2）

説明（算式等） 小水力発電施設施設整備　1式 達成率 97.0%- 1.7% 1.8% 15.6% 23.5%

Ｒ2目標

実績 97.0- 1.7 1.8 15.6 23.5
100%

成
果
指
標

指標名称 換算進捗率（％）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

説明（算式等） 総事業費290,000千円の10% 達成率 97.0%- 1.7% 1.8% 15.6% 23.5%

Ｒ2計画

実績 28,124- 500 524 4,524 6,824
29,000

活
動
指
標

指標名称 県事業費市負担金（千円）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

3,120
説明（算式等） 受益面積：3,120ha 達成率 100.0%100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 3,1203,120 3,120 3,120 3,120

その他　（

対
象
指
標

指標名称 新庄土地改良区内受益地
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

清水揚水機場からの揚水後の未利用エネルギーを、小水力発
電施設整備による発電で、土地改良施設等の維持管理費の軽
減及び二酸化炭素の排出削減を図る

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

目
的

土地改良施設等の維持管理費の軽減及び二酸化炭素の排出
削減を図る

事
業
内
容

事業主体である山形県へ負担金として支出
工期：平成28年度～平成31年度
事業費：290,000千円
事業内容：小水力発電施設　1式、出力　182.2～30.7kw、
年間可能発電力量　319千kwｈ、年間発電力量　313千kwｈ

対
象

新庄土地改良区内受益地

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

土地改良法第９１条

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 農業施設維持対策事業費   0002 予算コード 01-060105-0300

266

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

111-115-41
総
合
計
画

基本目標 いきいきと働き、活力とにぎわいのあるまち 担当課 農林課

政策名 農業所得の向上を目指し、やりがいのある農林業を確立する 担当者 豊嶋法皇

400

事務事業名 新庄地区地域用水環境整備事業負担金 事務事業コード

施策名 農業経営基盤の強化 内線

法令根拠

2,300事業費　・・・　① 21,300

24

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

年　　度 R2

R2 計

281,240

140,620

70,310

28,124

小水力 H28 H29 H30 R1

42,186

4,000

国(50%) 2,500 120 20,000 11,500 106,500

県(25%) 1,250

事業費 5,000 240 40,000 23,000 213,000

36 6,000 3,450 31,950

60 10,000 5,750 53,250

2,300 21,300

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

市(10%) 500

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

改良区(15%) 750

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

111-115-41(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

1

1

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成 29

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

H29 H30 R1 R2

17 12 11 10

5,956 3,955 3,411 3,609

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

□

□

□ その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

■ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：生産組合等運営支援事業

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 事業費の算出根拠（R2）

事務事業名 元気な集落営農創生事業 事務事業コード 111-116-41
総
合
計
画

基本目標 いきいきと働き、活力とにぎわいのあるまち 担当課 農林課

政策名 農業所得の向上を目指し、やりがいのある農林業を確立する 担当者 木水　綾乃

施策名 農業経営基盤の強化 内線 270

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市元気な集落営農創生事業費補助金交付要綱

予算・事務事業名 一般会計 ６款１項６目 米需給調整推進事業費 予算コード 01-060106-0112

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

転作田における大豆・そば、飼料作物の生産性向上を図る。

事
業
内
容

大豆・そば、飼料作物を生産する転作田において、簡易な排水対策（明
渠排水、補助暗渠）を実施した面積に応じて補助金を交付する。また、
作業を受託する組合の運営費を助成する。

対
象

大豆・そば、飼料作物の生産組織

目
指
す

状
態

大豆・そば、飼料作物の収量増加による農村集落の活性化及び、主食
用米の需給調整の推進

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 大豆・そば、飼料作物の生産組織数
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 54- - 54 54
-

Ｒ1

説明（算式等） 達成率

54

活
動
指
標

指標名称 排水対策実施組織数
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

実績 10- - 17 12 11
説明（算式等） 達成率 18.5%- - 31.5% 22.2% 20.4%

成
果
指
標

指標名称 排水対策実施面積累計（a）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

実績 16,931- - 5,956 9,911 13,322
説明（算式等） 達成率 31.9%- - 11.2% 18.7% 25.1%

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28

排水対策の実施により、そば・大豆・飼料作物の生産性の向上が図られている。

助成対象組織数

排水対策実施面積(a)

事業費　・・・　① 1,4603,478 1,978 1,706

内
　
訳

国庫支出金

県支出金

受益者負担

その他特財

一般財源 1,4603,478 1,978 1,706

主な歳出の内訳

1,460元気な集落営農創生事業費補助金

54

Ｒ2目標

53,000

Ｒ2計画

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

111-116-41(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

1

1

1

○ ● ○ ○ ●

○ 平成 年度

● 始期 30 年度 ～ 終期 7 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

19.7

21,000
35,300

事業費の算出根拠（R2）

17,000

R7

事務事業名 県営高壇地区経営体育成基盤整備事業負担金 事務事業コード 111-118-41
総
合
計
画

基本目標 いきいきと働き、活力とにぎわいのあるまち 担当課 農林課

政策名 農業所得の向上を目指し、やりがいのある農林業を確立する 担当者 豊嶋　法皇

施策名 農業経営基盤の強化 内線 266

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠 土地改良法第９１条

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 農業施設維持対策事業費   0002 予算コード 01-060105-0300

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

高壇地区における、不整形・小区画農地を担い手に集積・集約し、ほ場
整備を促進し、農業生産の基盤を整備する。

事
業
内
容

ほ場整備（計画）
整　理　工：19.7ha
用水路工 ：小水路1.8ｋｍ、地下かんがい16.2ha
排水路工 ：小水路3.3ｋｍ
道　路　工：2.5ｋｍ

対
象

県営高壇地区経営体育成基盤整備事業受益地

目
指
す

状
態

区画整理されることで作業の効率化や担い手農家による面的集積を促
進し、地域農業の生産性向上と農業経営の安定化を図る。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称
県営高壇地区経営体育成基盤整備事業
受益地

年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 11.3- - - 0.0 0.0
説明（算式等） 受益面積：19.7ha 達成率 57.5%- - - 0.0% 0.0%

活
動
指
標

指標名称 県事業費負担金（千円）
年度 Ｈ29 Ｈ30Ｈ27 Ｈ28 Ｒ1

11.3%

Ｒ2計画

実績 38,800- - - 4,000

R2

R2Ｈ27 Ｈ28

説明（算式等） 総事業費353,000千円の10% 達成率 109.9%- - - 59.5%
成
果
指
標

指標名称 換算進捗率（ha）
年度 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

説明（算式等）

Ｒ2目標

実績 0.0- - - 0.0 0.0
19.7

達成率 0.0%- - - 0.0% 0.0%

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28

地域農業の生産性向上と農業経営の安定化を図るため本格的な整備工事に着手した。

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

事業費　・・・　① 17,8004,000

内
　
訳

国庫支出金

県支出金

受益者負担

300

その他特財 16,0000

主な歳出の内訳

16,700

一般財源 1,8004,000

事業費

国(55%)

県(25%)

市(10%)

改良区(10%)

H30

40,000

22,000

10,000

4,000

4,000

R1

170,000

93,500

42,500

17,000

17,000

R2

178,000

97,900

44,500

17,800

17,800

R3 R4 R5 R6 計

388,000

213,400

97,000

38,800

38,800

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

111-118-41(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

1

1

3

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 R2 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

Ｒ1

579

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 129639 663

事務事業名 鳥獣被害防止対策事業 事務事業コード 111-119-41
総
合
計
画

基本目標 いきいきと働き、活力とにぎわいのあるまち 担当課 農林課

政策名 農業所得の向上を目指し、やりがいのある農林業を確立する 担当者 武田　涼輔

施策名 活力ある農村環境づくり 内線 262

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市補助金交付規則

予算・事務事業名 一般会計 6款1項3目 農業振興行政事業費0001 予算コード 01-060103-0001

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

イノシシ等有害鳥獣による農作物への被害防止に有効な対策を講じ、
安全に農業へ取り組む又は生活することのできる環境を整備する。

事
業
内
容

地域住民からの目撃情報や被害情報を中心に実地調査及びわなの設
置を行うほか、被害防止のため、花火等を用いた追払い活動や見回り
を行う。
また、例年9月には研修会を開催し、実施隊員の捕獲及び射撃技術の
向上を図っている。

対
象

新庄市鳥獣被害防止対策協議会
新庄市鳥獣被害対策実施隊

全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

継続した活動によって、農作物への被害軽減や農業従事者を始めとし
た地域住民の安全を確保する。

実
施
形
態

市直営

2 2

その他　（

対
象
指
標

指標名称 連携機関数
年度 R2Ｈ27 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 22

R2Ｈ27

-
説明（算式等） 達成率

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 4316
99

説明（算式等） 達成率 43.4%0.0% 0.0% 16.2%

指標名称 活動日数（日）

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

29 29

29.3% 29.3%

Ｈ30 Ｒ1成
果
指
標

指標名称 農作物にかかる鳥獣被害額（千円）
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等）

Ｒ2目標

実績 20106 20 20
0

達成率

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28

年間を通した継続的な見回り及び追払い活動、研修会支援などを通して有害鳥獣による農作物及び農業従事者への被害防止対策
がなされ、、防止活動の活発化及び市内農業の振興が図られた。

令和2年度の新庄市鳥獣被害対策実施隊員は全44名となっている。地区ごとに分担を行っており、柏木山、升形、休場、大谷地地区に
おいて有害鳥獣捕獲のためのわな設置、見回りについて、冬期の大規模な巻狩等を含め計32回実施した。　また、被害未然防止のた
め、追払い活動を市野々、柏木山、休場地区において計11回実施した。例年9月にはイノシシ等の鳥獣による農作物への被害防止対
策として射撃技術向上・安全対策研修会を開催しており、今年度は9月27日に開催され、参加者は36名であった。

Ｈ29 Ｈ30

内
　
訳

国庫支出金

県支出金 99549 609 633

主な歳出の内訳

一般財源 300 0 30 30

イノシシ等鳥獣被害緊急対策事業費補助金 99

新庄市鳥獣被害防止対策協議会負担金 30

30

その他特財

受益者負担

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

111-119-41(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

1

1

1

○ ● ○ ○ ●

○ 平成 年度

● 始期 2 年度 ～ 終期 8 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

今後の事業見込みを含む

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

0.0

-
2,530

事業費の算出根拠（R2）

-

その他　（

Ｒ2見込

Ｒ1

事務事業名 ため池整備管理事業 事務事業コード
総
合
計
画

基本目標 いきいきと働き、活力とにぎわいのあるまち 担当課 農林課

政策名 農業所得の向上を目指し、やりがいのある農林業を確立する 担当者 豊嶋　法皇

施策名 農業経営基盤の強化 内線 266

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠 土地改良法第９１条

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 農業施設維持対策事業費   0002 予算コード 01-060105-0300

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

耐震性点検による性能照査（レベル１地震動）において、ため池堤体の安定性が基準値を下回
る結果となり、大規模地震時におけるすべりの発生が懸念され、ため池決壊の危険度が高いと
判断される。また、決壊時における下流地域への影響も大きく、早急な整備・改修工事の実施
が求められる。 事

業
内
容

ため池整備
・測量試験費
・堤体工
・取水施設工
・洪水吐工

対
象

小泉ため池
吉沢大堤

目
指
す

状
態

堤体本体の改修ならびに各施設の構造規模の見直しによる整備を実施
し、ため池の安全性を高め、災害発生の未然防止に
努めるとともに、農業用水の安定供給に資する

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

対
象
指
標

指標名称 ため池数
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

実績 0.0- - - - -
説明（算式等） ２ため池 達成率 0.0%- - - - -

活
動
指
標

指標名称 県事業費負担金（千円）
年度 Ｈ29 Ｈ30Ｈ27 Ｈ28

-

Ｒ2計画

実績 2,530- - - -

R2

R2Ｈ27 Ｈ28

説明（算式等） 総事業費1,172,000千円の11% 達成率 100.0%- - - -
成
果
指
標

指標名称 換算進捗率（千円）
年度 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

説明（算式等） 事業費

Ｒ2目標

実績 23,000- - - - -
23,000

達成率 100.0%- - - - -

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28

ため池の安全性を高め、災害発生の未然防止に努めるとともに、農業用水の安定供給に寄与することとなる。

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

事業費　・・・　① 2,530- - - -

内
　
訳

国庫支出金

県支出金

受益者負担

その他特財 0

主な歳出の内訳

一般財源 2,530

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

単位：千円

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 計

事業費 23,000 65,000 298,000 303,000 250,000 233,000 0 1,172,000

国(55%) 12,650 35,750 163,900 166,650 137,500 128,150 0 212,300

県(34%) 7,820 22,100 101,320 103,020 85,000 79,220 0 131,240

市(11%) 2,530 7,150 32,780 33,330 27,500 25,630 0 42,460

改良区(0%) 0

111-118-41(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

1

1

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成 22

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

○産地生産基盤パワーアップ事業

「総合的なＴＰＰ等関連政策大綱」に基づき、水田・畑作・野菜・果樹等の産地が創意工夫を活かし、地域の強みを活かして起こす

イノベーションを促進するため、地域の営農戦略に基づいて実施する産地の高収益化に向けた取組を総合的に支援する。

■萩野大豆そば協議会（大豆）：汎用コンバイン、汎用遠赤乾燥機　　事業費：10,153,000円　補助額：4,615,000円

■新庄市稲作生産者協議会（水稲）：フレコンバッグスケール2台、フレコンスケール2台、フレコン自動計量機2台、色彩選別機3台

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　籾摺機2台、コンバイン1台　事業費：27,306,620円　補助額：12,410,000円

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□ その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

今後の方向性 理由等

17,0259,552 29,797 7,110

17,025

0

主な歳出の内訳

産地生産基盤パワーアップ事業費補助金

受益者負担

0 524

4,863 7,361

その他特財

県支出金内
　
訳

国庫支出金

一般財源 01,783 4,636

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28

5,387

Ｈ30

120.3%103.0% 105.8% 107.7% 133.9% 121.4%

Ｒ1

作業機械の導入により栽培面積と作型が拡大し、産地の育成、既存産地の競争力強化及び園芸作物における農業所得の向上が図
られた。

事業費の算出根拠（R2）

Ｒ2目標

実績 1,082,904927,298 951,965 969,356 1,205,106 1,093,047
900,000

達成率

成
果
指
標

指標名称 農業生産額（千円）
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等） 果樹・野菜・花卉（農業生産状況調査）

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

説明（算式等） 達成率

指標名称
Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績

R2Ｈ27

1,200
説明（算式等） 農林業センサス「組織形態別経営体数」 達成率

Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 1,1121,297 1,297 1,297 1,297 1,297

その他　（

対
象
指
標

指標名称 市農業経営体数
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

園芸作物については、施設整備、機械導入により栽培面積と作型拡大
を図る。花きについては、新品種の導入等を促進し、新たな花きブランド
産地の育成及び既存産地の競争力強化を図る。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

園芸農業の産出額の増大を目指し、本市農業者の総参加を促し、新品
種や新技術等を活用した園芸産地の拡大と活性化を実現するため。

事
業
内
容

園芸農業の更なる産出額の増大を目指した取り組みに対し、国庫補助
等を活用し、県単補助を補完した取り組みを推進する。生産組合の要望
を取りまとめ、産地計画の策定と県知事の承認までの業務と、実施計画
書の作成、補助金申請、確認検査の実施、補助金の額の確定までの手
続きなど、事業に関する一切を国・県・生産者・ＪＡと協議し、対応する。

対
象

農業協同組合・農業法人・農業生産者団体

01-060103-0100

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

総
合
計
画

基本目標 いきいきと働き、活力とにぎわいのあるまち 担当課 農林課

政策名 農業所得の向上を目指し、やりがいのある農林業を確立する 担当者 小森千奈津

269

予算・事務事業名

111-201-41事務事業名

事業区分 独自事業 法定事業

果樹・園芸振興事業 事務事業コード

施策名 農業経営基盤の強化

説明事業

法令根拠

事業費　・・・　① 17,02511,335 34,433

Ｈ29

条例・要綱等

一般会計

7,361

内線

内部事業 評価区分 評価事業

7,110

６款１項３目 果樹園芸振興事業費 0016 予算コード

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

111-201-41(R02実績評価)



R 2 事後 事務事業評価（実績評価）
1 （シートＡ）

１．基本事項

1

1

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成 29

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

産地づくりを支援する。

【事業内容】

■JA新庄市トマト部会（ミニトマト）：パイプハウス1棟、養液栽培施設　　事業費：1,900,000円　補助額：738,000円

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□ その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

1,082,904

120.3%

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

内

訳

738

1470 0 2,191 2,009 1,541

7,713

受益者負担

10,963 10,532

国庫支出金

その他特財

県支出金 591

一般財源

事業費　・・・　① 73813,154 12,541

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28

第３次農林水産業元気再生戦略に基づき、園芸農業の拡大と産地をリードする経営体育成のため、市の振興品目について

Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

105.8% 107.7% 133.9% 121.4%

Ｒ2目標

実績 951,965 969,356 1,205,106 1,093,047
900,000

達成率

R2成
果
指
標

指標名称 農業生産額（千円）
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等） 果樹・野菜・花卉（農業生産状況調査）

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

35,660 23,555

178.3% 117.7%

Ｈ30 Ｒ1

20,000
説明（算式等） 事業実施主体合計（各計画書） 達成率 0.1%103.6%

指標名称
事業実施年度との生産額増減（千
円）

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 1320,723

R2Ｈ27

10
説明（算式等） 達成率 10.0%50.0% 90.0% 40.0%

Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 15 9 4

その他　（

対
象
指
標

指標名称 事業実施主体数
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

園芸作物については、施設整備、機械導入により栽培面積と作型拡大
を図る。花きについては、新品種の導入等を促進し、新たな花きブランド
産地の育成及び既存産地の競争力強化を図る。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

目
的

園芸農業の産出額の増大を目指し、本市農業者の総参加を促し、新品
種や新技術等を活用した園芸産地の拡大と活性化を実現するため。 事

業
内
容

生産組合の要望を取りまとめ、産地計画の策定と県知事の承認までの
業務と、実施計画書の作成、補助金申請、確認検査の実施、補助金の
額の確定までの手続きなど、事業に関する一切を県・生産者・ＪＡと協議
し、対応する。

対
象

農業協同組合・農業法人・農業生産者団体

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

法令根拠

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 ６款１項３目 果樹園芸振興事業費　0016 予算コード 01-060103-1600

施策名 農業経営基盤の強化 内線 269

法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

総
合
計
画

基本目標 いきいきと働き、活力とにぎわいのあるまち

施設整備により栽培面積と作型が拡大し、産地の育成、既存産地の競争力強化及び園芸作物における農業所得の向上が図られ
た。

担当課 農林課

政策名 農業所得の向上を目指し、やりがいのある農林業を確立する 担当者 小森千奈津

園芸大国やまがた産地育成支援事業費補助金

事務事業名 園芸大国やまがた産地育成事業

事業区分 独自事業

事業費の算出根拠（R2）

9,254 主な歳出の内訳

事務事業コード 111-202-41

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

111-202-41(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

1

1

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 H25 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

「雪国新庄をイメージした商品群」として「SHINJO ii-nya FOOD」商品の新規開発・ブラッシュアップ・試験販売・消費者求評
会を行った。求評会の結果、通年販売が出来た。また、オンラインイベントでの商品PRを行った。

23

販売額（千円） 1,022 1,401 5,383 4,957 4,143

品目数 試作11 18 18 19 22

9 8 9 11 11

●新庄市６次産業化推進協議会　総会（書面決議）、作業部会・生産者会議（新型コロナウイルス感染拡大防止のため開催せず）

H27 H28 H29 H30 R1 R2

今後の方向性 理由等

1,8001,500 1,500 3,151 3,151 1,800

県支出金内
　
訳

国庫支出金

一般財源

受益者負担

その他特財

3,121 3,213 2,251

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

年　　度 Ｒ2Ｈ27 Ｈ28

●協議会会員との連携　　「SHINJO ii-nya FOOD」ブランド商品　

事業費の算出根拠（R2）Ｒ1Ｈ29

説明（算式等） 達成率 35.0%0.0% 20.0% 25.0% 40.0% 55.0%

Ｒ2目標

実績 70 4 5 8 11
20

成
果
指
標

指標名称 目標販売額を達成した開発商品数
年度 Ｒ2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

説明（算式等） 達成率 10.0%70.0% 60.0% 50.0% 50.0% 50.0%

Ｒ2計画

実績 17 6 5 5 5
-

活
動
指
標

指標名称 協議体会議開催数
年度 Ｒ2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

-
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 -

その他　（

対
象
指
標

指標名称 -
年度 Ｒ2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

地域を象徴するような６次化商品の産出とその事業者の育成
地域内農産物と食品加工販売事業者のマッチング
「農」と「食」の地域内連携の創出

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

目
的

本市の基幹産業である農業と、市民生活に深い関わりを持つ「食文化」
を地域の誇りとして結びつけ、また活性化させ、農業者や事業者の育成
とともに産業界の連携と産出額の拡大を図ります。 事

業
内
容

１次・２次・３次産業の関係機関等が連携する協議体を構築し、双方の
立場から、情報・意見交換とともに事業推進のための連携を行う。
　農業生産者や加工グループ、食産業事業者などを対象とした農産加
工事業者の育成とともに産業の創出を図る。
　実需者の評価を基に農産物の加工、販売手法などを需要に応じて繰
り返し検討し、地域内消費及び産出額の拡大を図る。対

象

農業者、食産業事業者、流通事業者、消費者、支援機関

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

法令根拠

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 ６款１項３目 ６次産業化推進事業費0018 予算コード 01-060103-0118

施策名 農業経営基盤の強化 内線 262

法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

担当課 農林課

政策名 農業所得の向上を目指し、やりがいのある農林業を確立する 担当者 武田　涼輔

事務事業名 ６次産業化推進事業

事業区分 独自事業

事務事業コード 111-203-41
総
合
計
画

基本目標 いきいきと働き、活力とにぎわいのあるまち

主な歳出の内訳

新庄市６次産業化推進協議会負担金 1,800

1,8004,621 4,713 5,402 5,402

2,251

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

Ｈ30

販売会、求評会への参加及び開催により、６次産業化の商品力強化に応じた事業を展開し、効果的なPR方法の検討及び商品評価
の蓄積が図られた。

事業者数 7

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

事業費　・・・　① 1,800

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

111-203-41（R2実績評価）



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

1

1

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

事務事業名 山の幸振興対策支援事業 事務事業コード 111-205-41
総
合
計
画

基本目標 いきいきと働き、活力とにぎわいのあるまち 担当課 農林課

政策名 農業所得の向上を目指し、やりがいのある農林業を確立する 担当者 今田　理

施策名 農業経営基盤の強化 内線 266

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠 山形県山の幸振興対策支援事業費補助金交付要綱

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 ６款２項１目 山の幸振興対策支援事業　0011 予算コード 01-060201-1100

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

山村における貴重な収入源である特用林産物の生産振興を主
体として、生産者の収入確保と地域の活性化を目指す。

事
業
内
容

特用林産物について、生産拡大、高品質化、省力化、高付加価
値化を進め、本市ならではの産業として定着させることを目的と
し、事業に要する経費の一部を予算の範囲内で補助金を交付
する。

対
象

森林組合・農業協同組合・農業法人等

目
指
す

状
態

ポテンシャルのある特用林産物について、生産拡大、高品質
化、省力化、高付加価値化を進め、強い産業として定着させて
いく。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 森林組合・農業共同組合・農業法人等
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 -- - - - -
-

説明（算式等） 達成率

Ｒ2計画

実績 10 0 2

R2Ｈ27
指標名称 実施事業体（団体）

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

0

達成率 0.0%0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

Ｒ1

-

活
動
指
標

年度

説明（算式等） 達成率

R2Ｈ27

説明（算式等）

Ｈ29

1

0 0

成
果
指
標

指標名称
補助事業を活用した特用林産物の整備
面積

年度

-

Ｈ30

- - -

Ｒ2目標

実績 00 0 0

Ｈ28

Ｈ28

特用林産物の生産拡大、高品質化、省力化、高付加価値化を促進することができた。

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

-

事業費の算出根拠（R2）

--

2,1560 0 816 591

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

年　　度 R2Ｈ27

0

内
　
訳

国庫支出金

事業費　・・・　①

県支出金 538816 591

受益者負担 1,438

0 0 0 0 0

その他特財

今後の方向性 理由等

主な歳出の内訳

山の幸振興対策支援事業費補助金 2,156

一般財源 180

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

111-205-41(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

1

1

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 H2 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

（１人最大４区画）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□ その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

85

２８年度

1.13

288,000

54

97

53

273,000

開設面積(ha) 1.13 1.13

所在地：十日町二の台地内

開設状況

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度

その他特財

1.13 1.13 1.13

利用者数（人） 80 72 67 56 54

112 95 98

使用料（円） 363,000 348,000 336,000 282,000 291,000

市民農園管理運営事業 事務事業コード

農業所得の向上を目指し、やりがいのある農林業を確立する 担当者

評価事業

農業経営基盤の強化 内線

111-301-41
総
合
計
画

基本目標 いきいきと働き、活力とにぎわいのあるまち 担当課 農林課

政策名 押切　健

施策名

事務事業名

262

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 説明事業

法令根拠 特定農地貸付法

条例・要綱等 新庄市民農園設置及び管理に関する条例

予算・事務事業名 一般会計 ６款１項３目 市民農園管理運営事業費 0002 予算コード 01-060103-0200

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

市民の余暇活動の充実及び農地の有効活用の促進を図り、もって市民
の生活向上に寄与することを目的とする。

事
業
内
容

一区画５０㎡で耕起から収穫（後片付け）までの畑作の実施。
市が土地及び井戸を借上げ、市民に一区画３，０００円の使用料で貸与
する。

対
象

農地を所有していないが、農作業や耕作意欲のある市民

目
指
す

状
態

市民の余暇活動が充実し、農地の有効活用が図られている。 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 市民
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 34,52437,407 36,463 36,028 35,465 35,039
-

説明（算式等） 住民基本台帳人口(3月末) 達成率
活
動
指
標

指標名称 貸与区画数（区画）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 8298 97 92 86 85
120

説明（算式等） 達成率 68.3%81.7% 80.8% 76.7% 71.7% 70.8%
成
果
指
標

指標名称 利用継続５年以上利用者数（人）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2目標

実績 4145 40 32 27 45
60

説明（算式等） 達成率 68.3%75.0% 66.7% 53.3% 45.0% 75.0%

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28

区画数 121 116

非農家の市民に利用されることにより、市民の農業に対する興味、関心を高めることに寄与した。また、農地の有効活用が図られた。

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 443502 401 476 461 456

内
　
訳

国庫支出金

県支出金

受益者負担 243291 288 273 255 252

一般財源 200211 113 203 206 204

主な歳出の内訳

土地借上料 340

今後の方向性 理由等

井戸使用料 30

３０年度

1.13

49

255,000

86

２９年度

1.13

92

R２年度

1.13

46

243,000

82

R１年度

1.13

48

252,000

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

111-301-41(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

1

1

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

■学校給食地産地消促進・米粉利用推進事業費

郷土料理メニュー、県産農林水産物を使用したおかず、県産加工品（ヨーグルト、デザート）の導入、県産米の米粉パンや

米粉を使用したおかず、デザートの導入 計　1,267,926円

■米飯給食実施支援事業

県産米を使用した給食の提供

小学校　児童数1,804人×＠10円×7回＝126,280円

中学校　生徒数1,060人×＠11円×7回＝81,620円 計　207,900円（500円以上切上げ） ⇒ 208,000円

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□ その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

Ｒ1

事業費　・・・　① 1,476

事務事業名 地産地消推進事業 事務事業コード

政策名 農業所得の向上を目指し、やりがいのある農林業を確立する 担当者

法令根拠

111-302-41
総
合
計
画 農業経営基盤の強化 内線 269

事業区分

基本目標 いきいきと働き、活力とにぎわいのあるまち 担当課 農林課

小森　千奈津

施策名

独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 ６款１項３目 農業振興行政事業費 0001 予算コード 01-060103-0100

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

安全安心への意識付けと、食料自給率の向上につながる地場
農産物利用率の拡大を図る。

事
業
内
容

納入業者と農林課、学校教育課、学校栄養士で学校給食の地
場農産物の提供について、意見交換会を開催し、子供の発育
を増進するため地産地消のみならず食育により、地域や農作物
に対する関心を深め人間関係を育てる取組みを推進する。

対
象

市内小中学校生徒及び保護者。

目
指
す

状
態

地場農産物の利用拡大。 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 市内小中学生数
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 2,8203,456 3,279 3,153 2,985 2,874
-

説明（算式等） 達成率
活
動
指
標

指標名称
地場産農作物を給食食材として納入して
いる業者との連絡・調整回数（回）

年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 1313 13 13 13 13
13

説明（算式等） 達成率 100.0%100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
成
果
指
標

指標名称 学校給食での地場農産物の利用率（％）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2目標

実績 3537 33 34 34 41
60

説明（算式等） 全体に占める県産・地場産の割合 達成率 58.3%61.7% 55.0% 56.7% 56.7% 68.3%

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28

学校給食における地場農産物の利用促進や県産米の消費拡大に寄与し、本市農業の活性化を図った。

Ｈ29 Ｈ30 事業費の算出根拠（R2）

2,351 2,041 2,078 1,971 1,822

内
　
訳

国庫支出金

一般財源

県支出金 2,078 1,4762,351 2,041

受益者負担

その他特財

1,971

0 0 0 00

主な歳出の内訳

学校給食地産地消促進・米粉利用推進事業費補助金 1,268

今後の方向性 理由等

山形県米飯給食実施支援事業費補助金（市町村総合交付金） 2081,822
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Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

1

1

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 H22 年度 ～ 終期 Ｒ2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

（①10時～②11時～③12時～④13時～⑤14時～　計5回転×100食を上限）

H28

H29

H30

R1

R2

もがみの農業より

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□ その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

今後の方向性 理由等

主な歳出の内訳

新庄そばまつり負担金 1,430

一般財源 1,430700 125 2,498 1,268 1,681

その他特財

受益者負担

825 2,497 1,267

県支出金

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28

399

作付面積

Ｈ30 R1

23.9%84.3% 80.3% 90.9% 94.4% 80.3%

R2目標

実績 3591,264 1,205 1,364 1,416 1,204
1,500

達成率

成
果
指
標

指標名称 イベント来場者数（人）
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等）

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

1,990 1,654

110.6% 91.9%

Ｈ30 R1

1,800
説明（算式等） 達成率 25.0%91.1% 89.4% 97.1%

指標名称 イベント当日の食数（食）
Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 4501,639 1,609 1,748

R2Ｈ27

850
説明（算式等） アンケートに基づく推計 達成率

Ｈ30 R1 R2見込

実績 0- 643 806 804 713

その他　（

対
象
指
標

指標名称 最上地域外からの来場者数（人）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

本市の「そば」を市民や大消費地へアピールすることでその認
識を高め、地域活性化の一助とするとともに、作物としての振興
を目指しつつ観光面での魅力も確立することを目指す。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

新庄産そば「最上早生」を転作作物として収益性の向上を目指
すため、そばまつりPRやイベント出店による需要拡大によって、
消費拡大、生産現場の単収を向上させる。 事

業
内
容

新庄そばまつり実行委員会において、「新庄そばまつり」開催を
中心とした振興策を実行・検討していくことで生産地としての醸
成を広げていく。そば関連イベントや商品開発等を行い、農業
者を中心とした打ち手の育成を図りながら、消費喚起を促し、生
産拡大を目指す。

対
象

新庄産そばを求める小売業者、製粉業者、消費者

事業区分

予算コード 01-060103-0100

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続）

法令根拠

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 ６款１項３目 農業振興行政事業費 0001

独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

農林課

説明事業

政策名 農業所得の向上を目指し、やりがいのある農林業を確立する 担当者 小森　千奈津

施策名 農業経営基盤の強化 内線 269

事務事業名 新庄産そば振興事業 事務事業コード 111-304-41
総
合
計
画

401 50

基本目標 いきいきと働き、活力とにぎわいのあるまち 担当課

事業費の算出根拠（R2）

950 4,995 2,535

(未確定）

385 19

376 29

Ｈ29

700 1,681

420

(ha)

関係団体で実行委員会を編成し、計画立案や運営等に対して協力いただき、新型コロナウイルス感染症対策を講じながら、案内を
地域内に絞り食数や人数を制限して開催することができ、継続したまつりの開催でそば業界の機運醸成を図った。

収量

(㎏/10a)

・来場時間を区切り、枚数を限定して予約前売券を販売

・来場者に対し、そばまつり協力そば店で使える割引券を配布

・食事スペースの人数制限、使い捨て容器の使用

・スタッフ人数の縮小

・郡内にチラシの新聞折込（予約前売券の案内）

内
　
訳

国庫支出金

33

事業費　・・・　① 1,430
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111-304-41(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

1

1

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 H22 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

※補助単価（1/2補助）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

□

□

□ その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

00

Ｒ1 事業費の算出根拠（R2）

183

Ｈ29 Ｈ30

159事業費　・・・　①

159 183

291 325 193

事務事業名 米粉利用推進事業 事務事業コード 111-305-41
総
合
計
画

基本目標 いきいきと働き、活力とにぎわいのあるまち 担当課 農林課

政策名 農業所得の向上を目指し、やりがいのある農林業を確立する 担当者 小森　千奈津

施策名 農業経営基盤の強化 内線 269

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 ６款１項３目 農業振興行政事業費 0001 予算コード 01-060103-0100

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

学校給食における米粉パン等の導入回数を増やす取り組みを支援し、
県産米の消費拡大と本市農業の活性化を図る。

事
業
内
容

農林課、学校教育課、学校栄養士で学校給食の地場農産物の提供に
ついて、意見交換会を開催し、子供の発育を増進するため地産地消、
主に米の宝庫山形県の県産米消費を目的に、食育により地域や農作物
に対する理解を深める取り組みを支援する。

対
象

市内小中学生及び保護者

目
指
す

状
態

学校給食における米粉パン等の導入回数を増やす取り組みを支援し、
県産米の消費拡大と本市農業の活性化を図る。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 小中学生の人数
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 3,456 3,279 3,153
-

説明（算式等） 達成率
活
動
指
標

指標名称 米粉納入業者との連絡・調整回数
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 13 13 13 13 13
-

説明（算式等） 達成率
成
果
指
標

指標名称 学校給食での米粉利用食数
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2目標

実績 34,560 32,780 31,530 29,850 28,740
30,000

説明（算式等） 達成率 115.2% 109.3% 105.1% 99.5% 95.8%

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28

令和元年度の市内学校給食において年間10回を上限とする事業であるが、上限回数分の米粉パン等の導入を行った。

（小学校児童数1,823人、中学校生徒数1,051人を対象）

おかず

15円

米粉めん

16円

単価
デザート

15円

主な歳出の内訳

中学校 21円

内
　
訳

国庫支出金

一般財源

325 193

受益者負担

その他特財

県支出金 291

0 0 0 0

2,8742,985

小学校 2円

11円 2円 15円

主食 副食

米粉パン
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111-305-41(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

1

1

2

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成 18

２．事務事業の概要

■ □ □
■ □ □
■ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

令和２年度までに認定農業者及び生産組織で400経営体を目標としている。（新庄市農業経営基盤強化促進基本構想）

令和２年度末で認定農業者数は486経営体となった。また、指導・支援により認定した新規就農者が3人、延べ24人となった。

○新庄市農業再生協議会の主な活動内容 ○認定した新規就農者数（人）

・各種制度の情報提供

○農業次世代人材投資資金（経営開始型）支給人数 16 件

最大150万円を最長５年間支給

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

事業費　・・・　① 21,400

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

14,852 69,730

112-101-41
総
合
計
画

基本目標 いきいきと働き、活力とにぎわいのあるまち

267

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

Ｈ29

施策名 意欲ある農業者の育成・確保 内線

事務事業名 担い手総合支援対策事業 事務事業コード

担当課 農林課

政策名 農業所得の向上を目指し、やりがいのある農林業を確立する 担当者 秋葉　佑太

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠 農業経営基盤強化促進法

条例・要綱等 新庄市農業経営改善計画認定審査会設置要綱、新庄市認定新規就農者認定等実施要綱、新庄市農業次世代人材投資資金（経営開始型）交付要綱

予算・事務事業名 一般会計 ６款１項３目 0013担い手総合支援対策事業費 予算コード 01-060103-1300

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

新庄市農業経営基盤強化促進基本構想に掲げた農業振興の方向性と
その取り組みを確実なものにし、更なる魅力とやりがいのある農業経営
の確立を図るため、集落等における農業の担い手を育成する。 事

業
内
容

経営改善のための研修会や認定志向者への指導を行い、担い手の育
成・確保に向け支援を行う。

対
象

認定農業者、認定新規就農者、生産組織等

目
指
す

状
態

認定農業者等を育成し、経営改善への支援を行うことにより、農業経営
基盤強化促進基本構想に掲げる望ましい農業経営の目標を達成し得る
農業構造の確立を図る。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 新庄市内の担い手及び担い手志望者
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 503854 859 808 779 657
-

説明（算式等） 農業経営の拡大志向を持つ農業者 達成率
活
動
指
標

指標名称 担い手研修会参加者数（人）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 0142 264 227 129 57
-

説明（算式等） 達成率
成
果
指
標

指標名称 認定農業者数(人)
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

157.8%

Ｒ2目標

実績 486712 718 709 686 631
400

R2Ｈ27

説明（算式等） 達成率 121.5%178.0% 179.5% 177.3% 171.5%

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28

各種制度の周知、経営改善計画・就農計画の作成支援などにより、経営改善・就農への意欲向上が図られ、地域の農業経営が安定
している。

Ｈ30 Ｒ1 事業費の算出根拠（R2）

48,137 30,650 25,362

内
　
訳

国庫支出金

県支出金

受益者負担

21,00014,452 69,330 47,737 30,250 24,962

その他特財

400 400 400 400

主な歳出の内訳

新庄市農業再生協議会負担金 400

今後の方向性 理由等

農業次世代人材投資資金（経営開始型） 21,000

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

一般財源 400400

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

37 2 6 5 2

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

112-101-41(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

1

1

2

○ ● ○ ○ ●

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成 24

２．事務事業の概要

■ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□ その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

事務事業名 人・農地プラン推進事業 事務事業コード 112-103-41
総
合
計
画

基本目標 いきいきと働き、活力とにぎわいのあるまち 担当課

成果（どのような状
態になったか）

農林課

政策名 農業所得の向上を目指し、やりがいのある農林業を確立する 担当者 鈴木　則勝

施策名 意欲ある農業者の育成・確保 内線 270

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠 農地中間管理事業の推進に関する法律

条例・要綱等 新庄市人・農地プラン検討会設置要綱、新庄市機構集積協力金交付要綱

予算・事務事業名 一般会計 6款1項3目 0013担い手総合支援対策事業費 予算コード 01-060103-1300

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

高齢化、後継者不足、耕作放棄地の増加におる「人と農地の問題」を解
決するため、地域における話し合いにより、地域農業の中心となる経営
体への農地集積を促進する。 事

業
内
容

・人・農地プランの実質化
・農地集積への支援

対
象

農業者、新規就農者、集落営農及び農業法人

目
指
す

状
態

人と農地の問題を解決することで持続可能な力強い農業を実現する。 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 耕地面積
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 5,4105,550 5,510 5,450 5,440 5,420
-

説明（算式等） 達成率
活
動
指
標

指標名称
実質化された人・農地プランに位置付け
られた中心経営体数

年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 65- - - - 0
400

説明（算式等） 実質化された人・農地プラン 達成率 16.3%0.0%
成
果
指
標

指標名称 担い手の農地利用集積率（％）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2目標

実績 79.577.0 78.3 77.8 77.2 77.2
80

説明（算式等） 東北農政局調べ 達成率 99.4%96.3% 97.9% 97.3% 96.5% 96.5%

補
足
説
明

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｒ1

農業者の話合いに基づき、地域農業において中心的な役割を果たすことが見込まれる担い手（中心経営体）や当該地域における農業の将来の在り方な
どを取りまとめた「人・農地プラン」が５地区で作成され、６５経営体が中心経営体として位置付けられた。また、農地の中間的な受け皿となる農地中間管
理機構による担い手への農地集積と集約化が図られた。

Ｈ29 Ｈ30年　　度 事業費の算出根拠（R2）

県支出金

受益者負担

3,05710,466 11,614 6,5384,092 4,181

6,538内
　
訳

0108 57

国庫支出金

3,05710,358 11,557 4,039 4,144

0一般財源

主な歳出の内訳

機構集積協力金 2,934

消耗品費 112

謝金 9

53 37

交付対象面積

0

2,463

2

事業費　・・・　①

その他特財 通信運搬費

①地域集積協力金

②経営転換協力金

支給件数

0

9

機構集積協力金

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

112-103-41(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

1

1

2

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 30 年度 ～ 終期 2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

単位：円

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□

年度

統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

808 657

事業費

632,712

475,860

1,108,572

779

（担い手総合対策事業より）

Ｈ29 Ｈ30

854

ミニトマト

合　計

133.9% 121.4%説明（算式等）

300,000

237,000

補助額

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

一般財源 5370 0

振興作物シニアチャレンジ支援事業費補助金 537

0 524 363

主な歳出の内訳

その他特財

受益者負担
内
　
訳

国庫支出金

県支出金

Ｒ１ 事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 537524 363

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

107.7%果樹・野菜・花卉（農業生産状況調査） 達成率 104.3% 105.8%

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

生産資材及び作業機械の導入により農作業における効能・効率が向上し、担い手の育成につながった。

事業内容品　目

農業資材購入（アーチパイプ、単管等）

農業機械購入（選果機、ハウスファーモ）

537,000

りんどう

Ｒ2目標

実績 1,082,904938,957 951,965 969,356 1,205,106 1,093,047
900,000

120.3%

成
果
指
標

指標名称 農業生産額（千円）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

3
説明（算式等） 達成率 66.7%66.7% 66.7%

対
象
指
標

指標名称

Ｒ１ Ｒ２計画

実績 22

活
動
指
標

指標名称
振興作物シニアチャレンジ支援事業実施
件数

年度 R2Ｈ27 Ｈ28

2

Ｒ２見込

実績

その他　（

Ｈ29

達成率

503

R2Ｈ27 Ｈ28

説明（算式等）

859

Ｈ30 Ｒ１
新庄市内の担い手及び担い手志望者

目
指
す

状
態

新たな園芸品目に対し支援することで、園芸産地の育成及び競争力の
強化を図る。また、地域を担う専業農家を育成する。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

課題となる農業後継者と地域の中核的な担い手の育成、園芸作物の
振興を行うことで競争力のある産地づくりを確立し、米＋園芸モデルの
専業家族経営体をすすめる。 事

業
内
容

本市振興作物における地域の中核的な担い手を育成するため、新たな
振興作物の栽培を行う者に対しその初期経費に対して支援する。

対
象

農業生産者

01-060103-0100

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和２年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市補助金交付規則、振興作物シニアチャレンジ支援事業費補助金交付規定

予算・事務事業名 一般会計 ６款１項３目 農業振興行政事業費　0001 予算コード

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

武田　涼輔

262

農業所得の向上を目指し、やりがいのある農林業を確立する 担当者

施策名 意欲ある農業者の育成・確保 内線

事務事業名 振興作物シニアチャレンジ支援事業 事務事業コード 112-104-41
総
合
計
画

基本目標 いきいきと働き、活力とにぎわいのあるまち 担当課 農林課

政策名

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

112-104-41（R1実績評価）



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
実現可能実証 （シートＡ）

１．基本事項

1

1

2

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

0

Ｈ30 Ｒ1 事業費の算出根拠（R2）

主な歳出の内訳

新庄市花き連絡協議会事業

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分

事務事業コード 112-201-41
総
合
計
画

基本目標 いきいきと働き、活力とにぎわいのあるまち 担当課 農林課

政策名 農業所得の向上を目指し、やりがいのある農林業を確立する

事務事業名

担当者 押切　健

施策名 意欲ある農業者の育成・確保 内線 262

評価事業 説明事業

法令根拠

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 ６款１項２目 職員給与費 予算コード 01-060102-0100

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

新庄市における花き生産体制強化と振興を図り、銘柄産地化を推進す
る。また、生産者間の交流と、技術の向上を目指す。

事
業
内
容

生産体制強化、品質向上、技術向上のための研修会の開催。
販売活動、広報の実施。
花き関連催事における関係団体との連絡調整。

対
象

市内花き生産者 約45名

全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

新庄市における花き生産体制強化、振興を図り、銘柄産地化を推進す
る。

実
施
形
態

市直営

45 42

その他　（

対
象
指
標

指標名称 市内花き生産者
年度 R2Ｈ27 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 4045 45 44

R2Ｈ27

説明（算式等） 達成率

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 1515 15 15
15

説明（算式等） 達成率 100.0%100.0% 100.0% 100.0%

指標名称 花き関係団体との連絡調整回数（回）

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

15 15

100.0% 100.0%

Ｈ30 Ｒ1成
果
指
標

指標名称 生産販売額(千円)
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等） 農業生産状況に基づく。

Ｒ2目標

実績 298,372201,767 195,860 204,199 341,326 321,860
300,000

達成率 99.5%67.3% 65.3% 68.1% 113.8% 107.3%

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28

新庄市における花き生産体制強化、振興を図り銘柄産地化を推進した。

Ｈ29

事業費　・・・　① 0856 216 0 0 0

856

その他特財

県支出金

一般財源 00 216 0

受益者負担

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

0

内
　
訳

国庫支出金

複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

協議会は市内農業協同組合花卉生産部会及び市内農協営農担当部、市内花き生産者と市農林課を構成員として組織する団体。

Ｒ2の活動内容は、花き生産の振興を図り、銘柄産地化を推進することを目的に新庄市で開催された新庄・もがみフラワーフェステ

への参加協力のほか、品質向上のため土壌病害対策についてオンライン研修を実施した。

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

112-201-41(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

1

1

2

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

□ □ □
□ □ □
■ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□ その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

■学校給食実績

Ｈ３０　提 供 先：市内のべ12小中学校　7,019個（約49kg）販 売 額：145,395円

Ｒ１　　提 供 先：市内のべ12小中学校　6,601個（約46kg）販 売 額：149,202円

Ｒ２　　提 供 先：市内のべ12小中学校　6,470個（約45kg）販 売 額：140,805円

■ＪＲ新庄駅改札口の販売

Ｈ３０　6/10～7/9（30日間）　販売額　4,434,880円

Ｈ30 Ｒ1 事業費の算出根拠（R2）

その他特財

事業費　・・・　① 00

事務事業名 新庄市果樹研究会事業 事務事業コード 112-202-41
総
合
計
画

基本目標 いきいきと働き、活力とにぎわいのあるまち 担当課 農林課

政策名 農業所得の向上を目指し、やりがいのある農林業を確立する 担当者 小森　千奈津

施策名 意欲ある農業者の育成・確保 内線 269

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 ６款１項２目 職員給与費 予算コード 01-060102-0100

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

会員の果樹栽培技術向上を目指すとともに、新庄市産果樹の
広報や啓発活動を通し、当市果樹生産の振興を図る。

事
業
内
容

果樹づくりの事業として、さくらんぼの剪定・防除研修会を開催
した。また、事業としてさくらんぼの直売や、地産地消の推進とし
て学校給食の食材提供を実施している。会員による技術向上
の取り組みや産地としてのＰＲによって、規模拡大と生産者の
増を目指す。

対
象

新庄市内において果樹栽培を営む農家（会員10名）

目
指
す

状
態

高収益が見込める果樹栽培を安定的に経営することによって、
専業の農業者を確保する。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 市内さくらんぼ生産者のうち、会員数
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 1011 10 10 10 10
20

説明（算式等） 達成率
活
動
指
標

指標名称 研修会・事業回数（回）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 1011 15 17 24 20
20

説明（算式等） 達成率 50.0%55.0% 75.0% 85.0% 120.0% 100.0%
成
果
指
標

指標名称 さくらんぼ販売量(㎏)
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2目標

実績 9352,071 2,101 1,813 1,267 1,743
2,500

説明（算式等） 達成率 37.4%82.8% 84.0% 72.5% 50.7% 69.7%

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28

Ｒ１　　6/7～7/15（39日間）　販売額　6,100,500円

Ｒ２　　6/24～7/6（12日間）　販売額　3,275,550円

栽培技術が向上したため品質が安定してきており、市の果樹生産の振興が図られた。

Ｈ29

0 0 0 0

内
　
訳

国庫支出金

県支出金

受益者負担

0 0 0 0 0

今後の方向性 理由等

一般財源 0

主な歳出の内訳

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

112-202-41(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

1

1

3

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

主な歳出の内訳

補助金 16,183

事業費の算出根拠（R2）

16,596

11,049 10,831

事務事業名 中山間地域等直接支払事業 事務事業コード 113-101-41
総
合
計
画

基本目標 いきいきと働き、活力とにぎわいのあるまち 担当課 農林課

政策名 農業所得の向上を目指し、やりがいのある農林業を確立する 担当者 今田　　理

施策名 活力ある農村環境づくり 内線 266

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市中山間地域等直接支払交付金交付要綱

予算・事務事業名 一般会計 ６款１項６目 中山間地域等直接支払事業費   0008 予算コード 01-060106-0800

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

傾斜農地において集落協定を結び、５年以上継続して農業生
産活動等を行い耕作放棄の防止を図る。

事
業
内
容

各地区の協定内容に則し、草刈等の維持管理、農道や水路等
の施設整備を実施する。

対
象

田１８度以上、畑・草地など１５度以上の傾斜農地が１ｈａ以上
連担している集落（新庄市は知事特認による特認地域）

全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

耕作放棄の発生を防止し、水源涵養などの多面的機能の確保
を図る。

実
施
形
態

市直営

13 13

その他　（

対
象
指
標

指標名称 協定締結地区
年度 R2Ｈ27 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 1313 13 13

R2Ｈ27

13
説明（算式等） 達成率

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 3131 31 31
31

説明（算式等） 達成率 100.0%100.0% 100.0% 100.0%

指標名称
水路の草刈及び清掃・農道の草刈（回
数）

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

31 31

100.0% 100.0%

Ｈ30 Ｒ1成
果
指
標

指標名称 農地維持管理面積（ｈａ）
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等）

Ｒ2目標

実績 107107 107 107 107 107
107

達成率 100.0%100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28

平地と傾斜地における維持管理費の平準化及び耕作放棄地の防止に寄与した。

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

事業費　・・・　① 16,26716,629 16,637 16,605 16,574

内
　
訳

国庫支出金

県支出金 11,086 11,059 11,059 11,052

受益者負担

一般財源 5,4365,543 5,578 5,546 5,522 5,547

その他特財

通信運搬費 17

消耗品費 67

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

113-101-41(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

1

1

3

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成

２．事務事業の概要

□ □ ■
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

Ｈ31・Ｒ1年度農村環境改善センター利用者数　月別内訳

月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

人 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 （利用件数１件）

Ｈ31・Ｒ1年度昭和活性化センター利用者数　月別内訳

月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

人 0 19 202 118 106 201 241 228 111 162 285 245 （利用件数213件）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

計

6

計

1,918

事務事業名 農業交流施設維持管理事業

予算・事務事業名 一般会計 ６款１項９目/６款１項１０目 農村環境改善センター管理事業費/昭和活性化センター管理事業費

事務事業コード 113-102-41
総
合
計
画

基本目標 いきいきと働き、活力とにぎわいのあるまち 担当課 農林課

政策名 農業所得の向上を目指し、やりがいのある農林業を確立する 担当者 本堂　琉生

施策名 活力ある農村環境づくり 内線 267

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市農村環境改善センター設置及び管理に関する条例・新庄市昭和活性化センター設置及び管理に関する条例

予算コード 01-060109-0100/01-060110-0100

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

活力ある農村地域づくりを推進する。

事
業
内
容

農業経営の研修及びスポーツ等の場の提供、使用申請があった場合
に、日直・夜間業務で対応する。（シルバー人材センターに委託）維持管
理は農林課で実施する。

対
象

施設を利用する市民、団体等

目
指
す

状
態

農業経営の研修及びスポーツ等を通じて地域の連帯感を醸成する。 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 市民
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 35,03937,407 36,833 36,463 36,028 35,465
-

説明（算式等） 住民基本台帳人口 達成率

Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 156484 264 357

R2Ｈ27

121.0% 66.0% 89.3%

指標名称 ２施設の合計日直・夜間業務日数（日）
Ｈ28 Ｈ29

Ｈ29

356 288

Ｈ30 Ｒ1

400
89.0% 72.0%

R2

39.0%
成
果
指
標

指標名称 ２施設延利用者数（人）
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等） 達成率

55.8%

Ｈ27 Ｒ2目標

実績 1,9247,040 6,888 6,940 6,703 5,028

Ｈ28

Ｒ1

9,000
説明（算式等） 達成率 21.4%78.2% 76.5% 77.1% 74.5%

4,425

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28

新型コロナウイルス感染症対策のため、施設の休館、小・中・高生への利用制限、医療用防護服の製作場として提供を行ったため、施設の開館日数は
減少したが、開館日においては各種研修及びスポーツ交流等による交流が行われ、活力ある農村づくりを進めることができた。

Ｈ29 Ｈ30

一般財源

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 4,0034,657 7,973 4,555 4,830

内
　
訳

国庫支出金

767 561 653

その他特財

591 513

県支出金

3,902 4,239 3,912

受益者負担 47

農村環境改善センター除排雪業務委託料 264

今後の方向性 理由等

主な歳出の内訳

農村環境改善センター施設管理業務委託料 767

3,9563,890 7,412

昭和活性化センター施設管理業務委託料 1,636

昭和活性化センター管理費 279

農村環境改善センター管理費 1,057

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

113-102-41(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

1

1

3

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

13,000尾

1,000尾

9,000尾

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□ その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

今後の方向性 理由等

75

その他特財

主な歳出の内訳

淡水魚増殖事業費補助金 100

一般財源 7575 75 75 75

受益者負担

県支出金 2525 25 25 25

100 100 100 100

内
　
訳

国庫支出金

25

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28

モクズカニ

魚種と放流場所

魚種

56,000
説明（算式等） 達成率 52.8%99.5% 52.0% 45.9% 48.2% 51.8%

Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2目標R2

実績 29,55055,700 29,125 25,700 27,000 29,000

59.2% 65.3%
成
果
指
標

指標名称 放流魚数（匹）
年度 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

活
動
指
標

503 555
850

説明（算式等） 達成率 73.1%114.1% 59.1% 59.2%

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 621970 502 503
指標名称

最北中部漁業協同組合の放流事業費
（千円）

年度 R2Ｈ27

-
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 11 1 1 1 1

その他　（

対
象
指
標

指標名称 最北中部漁業協同組合
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

個体数を維持し、内水面の生態系のバランスを維持すること
で、放流河川の良好な内水面環境をつくる。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

淡水魚の放流によって、水産業の振興と海を育む森林づくりな
ど、環境保全への理解を求める。

事
業
内
容

主な放流先は、泉田川、新田川、升形川。稚魚購入、輸送、放
流事業に係る経費のうち１／５以内の額（上限１５万円）を市補
助金として交付。財源内訳は県総合交付金が１／４、市の一般
財源が３／４。

対
象

水産業者、地域住民

01-060103-1400

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市補助金交付規則、新庄市淡水魚増殖事業費補助金交付規定

予算・事務事業名 一般会計 ６款１項３目 水産振興支援事業費 0014 予算コード

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

農業所得の向上を目指し、やりがいのある農林業を確立する 担当者 武田　涼輔

施策名 活力ある農村環境づくり 内線 262

事務事業名 水産振興支援事業 事務事業コード 113-103-41
総
合
計
画

基本目標 いきいきと働き、活力とにぎわいのあるまち 担当課 農林課

政策名

放流場所

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

淡水魚の放流により、良好な内水面環境づくりに寄与した。

やまめ

にじます

ふな

新田川、最上川（本合海地内）、升形川、鳥越地内

10kg

あゆ

いわな

指首野川、朴沢

休場、土内、戸前川、滝の倉

新田川、升形川、泉田川 50kg

数量

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 100100

土内、朴沢、銀次郎小屋上下

新田川、升形川

550尾
(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

113-103-41(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

1

1

3

○ ● ○ ○ ●

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

事業主体内訳 取組面積内訳

※複数取組があるため、申請件数と異なる

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

理由等

■ 第5次総合計画に掲載されている事務事業

複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

□ 令和2年度をもって終了となった事務事業

□

面積(a)

14

1

3

6

3

件数

計 15,920

986

8,350

4,987
有機農業

1,482

1 115

冬期湛水管理

作物

水稲等

そば11

取組内容

堆肥の施用

件数

カバークロップ

1

9

1

法人

組織

個人

環境保全型農業直接支払交付金 8,712

1,312

消耗品費 10

3,945

一般財源 2,1783,370 3,313

県支出金 6,544

その他特財

13,678 12,841 11,534

4,571

6,091 5,257

内
　
訳

国庫支出金

10,308 9,528 8,673

受益者負担

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

計

説明（算式等） 交付対象面積 達成率 49.7%85.0% 82.0% 86.6% 35.6% 34.1%

Ｒ2目標

実績 159272 263 277 114 109
320

成
果
指
標

指標名称 取組み面積（ha）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

説明（算式等） 取組件数 達成率 27.5%77.5% 65.0% 70.0% 35.0% 33.3%

Ｒ2計画

実績 1131 26 28 14 12
40

活
動
指
標

指標名称 取組主体数（件）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

説明（算式等） 達成率

Ｒ2見込

実績

対
象
指
標

指標名称
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

生物多様性の保全や水質の改善効果など、地域環境の改善・向上を図
る。

事
業
内
容

農業者等が地球温暖化防止を目的とした、農地土壌への炭素貯留に効
果の高い営農活動や生物多様性保全に効果の高い営農活動に取り組
む場合に支援を行う。

対
象

農地土壌への炭素貯留に効果の高い営農活動や生物多様性保全に効
果の高い営農活動に取り組む農業者グループ

目
指
す

状
態

取組主体数の増加を図り、取組面積が増加することで、生物多様性の
保全や水質の改善効果など、地域環境の改善・向上を推進する。

実
施
形
態

市直営 全部委託

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律

条例・要綱等 新庄市環境保全型農業直接支払交付金交付要綱

予算・事務事業名 一般会計 ６款１項５目 農地・水・環境保全向上対策事業費0013 予算コード 01-060105-1300

独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

担当者 石山　達寛

施策名 活力ある農村環境づくり 内線 270

環境保全型農業直接支援対策事業 事務事業コード 113-104-41
総
合
計
画

基本目標 いきいきと働き、活力とにぎわいのあるまち 担当課 農林課

政策名 農業所得の向上を目指し、やりがいのある農林業を確立する

終了

今後の方向性

現行

□ 統合

事務事業名

事業区分

法令根拠

事業期間

目
的

農業生産に由来する環境への負担をできる限り低減した生産方式への転換を図り、化学肥料や農薬など化学的に合成された資材
の使用料を低減する「環境保全型農業」が推進されている。

その他

2,861 1,520

事業費　・・・　① 8,722

事業費の算出根拠（R2）

主な歳出の内訳

□ 分割

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

113-104-41(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

1

1

3

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 H26 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

負担金積算根拠

保全会の交付対象面積の地目ごとに農地維持支払では田は10a当たり3,000円、畑は10a当たり2,000円、草地は10a当たり250円、資源向
上支払(共同活動)では田は10a当たり1,800円（1,500円）、畑は10a当たり1,080円（900円）、草地は10a当たり180円（150円）、資源向上支払
（長寿命化）田は10a当たり4,400円（3,666円）、畑は10a当たり2,000円（1,666円）、草地は10a当たり400円（333円）ではを乗じた額が交付金
額となる。新庄市全体の保全会の交付金額の1/2が国、1/4が県、残りの1/4が市の負担金となる。

Ｈ29

333,905

成果（どのような状
態になったか）

342,448

補
足
説
明

地域に有する資源【農用地、水路、ため池、農道等】を、農業者のみならず非農業者も含めて施設の管理、維持向上や地
域環境保全の活動を行う地域保全会が市内には３５団体あり、活動を行っている。

35保全会による交付対象面積＝4,284ha

事業費　・・・　①

事務事業名 多面的機能支払事業 事務事業コード 113-201-41
総
合
計
画

基本目標 いきいきと働き、活力とにぎわいのあるまち 担当課 農林課

政策名 農業所得の向上を目指し、やりがいのある農林業を確立する 担当者 今田　　理

施策名 活力ある農村環境づくり 内線 266

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠 農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律

条例・要綱等 新庄市多面的機能支払交付金交付要綱

予算・事務事業名 一般会計 ６款１項５目 多面的機能支払事業費0013 予算コード 01-060105-1300

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

地域が行う共同活動を支援することで、農業・農村の有する国土の保
全、水源の涵養、自然環境の保全、良好な景観の形成等の多面的機能
の維持・発揮を図る。 事

業
内
容

農地や水資源の果たしている役割や機能（多面的機能）を高める共同
活動に対し交付金を交付する。①地域資源の基礎的な保全活動等を行
う（農地維持支払交付金）。②施設の軽微な補修、農村環境保全活動
等を行う（資源向上支払交付金(共同活動)）。③老朽化が進む施設の補
修、更新等を行う（資源向上支払交付金(施設の長寿命化)）。

対
象

・担い手以外も含めた多様な主体が参画する地域共同体（地域住民で
組織する活動組織、必ず農業者以外の組織等を含む）
・農地や農業用水施設等の資源

全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

農業・農村の有する多面的機能が今後も維持・発揮されるとともに、担
い手農家への農地集積という構造改革を目指す。

実
施
形
態

市直営

- -

その他　（

対
象
指
標

指標名称 地域共同体
年度 R2Ｈ27 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 -- - -

R2Ｈ27

-
説明（算式等） 達成率

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 3535 35 35
35

説明（算式等） 達成率 100.0%100.0% 100.0% 100.0%

指標名称 共同活動取組み組織数(団体)

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

35 35

100.0% 100.0%

Ｈ30 Ｒ1成
果
指
標

指標名称 国土保全農用地面積（ha）
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等）

Ｒ2目標

実績 4,2814,353 4,353 4,346 4,342 4,284
4,500

達成率 95.1%96.7% 96.7% 96.6% 96.5% 95.2%

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28

３５保全会により4,281ha.の農地及び農業用施設の維持管理が適正に行われ施設の延命が図られている。

Ｈ30 Ｒ1 事業費の算出根拠（R2）

347,429 202,878 300,487

内
　
訳

国庫支出金

295,016

県支出金 222,926257,610 250,788 260,931 147,216 218,604

受益者負担

55,662

その他特財

81,883

主な歳出の内訳

一般財源 72,09084,838 83,117 86,498

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

113-201-41(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

1

1

3

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 20 年度 ～ 終期 2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

□ ■ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

事業実績なし

事務事業名 森林病害虫防除事業 事務事業コード 113-301-41
総
合
計
画

基本目標 いきいきと働き、活力とにぎわいのあるまち 担当課 農林課

政策名 農業所得の向上を目指し、やりがいのある農林業を確立する 担当者 日塔　渉

施策名 活力ある農村環境づくり 内線 263

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠 森林病害虫等防除法

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 ６款２項１目 林業振興行政事務費　0001-01 予算コード 01-060201-0101

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

陣峰市民の森において、被害が終息しつつあるナラ枯れに関し、薬剤
注入による予防を実施することで新たなナラ枯れ被害の防止を図るとと
もに健全な森林を維持する. 事

業
内
容

ナラが集中的に生育している区域において新たなナラ枯れ被害を防止
するために薬剤を注入する。

対
象

陣峰市民の森における主に特定ナラ林となっている区域。

目
指
す

状
態

ナラ枯れ被害を受けることなく、健全な森林として公益的機能を発揮す
る。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 陣峰市民の森（㎡）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 49.0449.04 49.04 49.04 49.04 49.04
49.04

説明（算式等） 達成率

Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 01 1 0

R2Ｈ27

100.0% 100.0%

指標名称 森林病害虫防除事業委託契約数（件）
Ｈ28 Ｈ29

Ｈ29

0 0

Ｈ30 Ｒ1

1

R2成
果
指
標

指標名称 防除本数（本）
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等） 達成率

Ｈ27 Ｒ2目標

実績 073 19 0 0 0

Ｈ28

Ｒ1

50
説明（算式等） 達成率 146.0% 38.0%

0

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28

これまでの事業により新たなナラ枯れ被害の防止が図られ、健全な森林資源の維持に寄与した。

Ｈ29 事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 0233 77 0

受益者負担

その他特財

Ｈ30

一般財源

0

58内
　
訳

国庫支出金

主な歳出の内訳

058

175

0 0

今後の方向性 理由等

県支出金

0

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

統合後の事務事業：

19

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

113-301-41(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

1

1

3

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

□ □ ■
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□ その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

①樹木やトイレの雪囲いやトイレ・側溝の清掃を実施した。

事務事業名 陣峰市民の森維持管理事業 事務事業コード 113-302-41
総
合
計
画

基本目標 いきいきと働き、活力とにぎわいのあるまち 担当課 農林課

政策名 農業所得の向上を目指し、やりがいのある農林業を確立する 担当者 日塔　渉

施策名 活力ある農村環境づくり 内線 263

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市陣峰市民の森設置及び管理に関する条例

予算・事務事業名 一般会計 ６款２項１目 陣峰市民の森維持管理事業費　　0003 予算コード 01-060201-0300

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

陣峰市民の森の利用者の安全確保及び余暇活動の充実図るため、遊
歩道の整備や枯損木の伐採、多様な動植物の保全活動を図る。その
他、保健保安林の趣旨に対応した整備を行う。 事

業
内
容

枯損木や支障木の伐採や倒木の除去の樹木の維持管理や駐
車場・トイレ・側溝の清掃、広場や遊歩道の草刈りを実施し、利
用者が快適に利用できる環境を整備する。

対
象

陣峰市民の森及びその利用者

目
指
す

状
態

多様な動植物を保全し、多世代向けの多様な余暇活動の欲求に応えう
る憩いの場、学習の場としての森林公園を整備する。その他保健保安
林の趣旨に対応した整備を行う。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 陣峰市民の森（ha）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 49.0449.04 49.04 49.04 49.04 49.04
49.04

説明（算式等） 達成率
活
動
指
標

指標名称 維持管理委託契約数（件）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 12 2 2 1 1
3

説明（算式等） 達成率 33.3%66.7% 66.7% 66.7% 33.3% 33.3%
成
果
指
標

指標名称 整備管理面積（ha）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2目標

実績 49.0449.04 49.04 49.04 49.04 49.04
49

説明（算式等） 達成率 100.0%100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28

陣峰市民の森の適切な維持管理ができた。

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 803797 916 870 995 1,356 主な歳出の内訳

内
　
訳

国庫支出金

一般財源

県支出金

受益者負担

その他特財

803797 916 870 995 1,356

陣峰市民の森維持管理及び清掃業務委託 417

今後の方向性 理由等

陣峰市民の森枯損木伐倒業務委託 249

草刈機械修繕 54

消耗品・その他 83

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

113-302-41(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

1

1

3

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 H27 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

□ □ ■
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□ その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

Ｒ1 事業費の算出根拠（R2）

120事業費　・・・　① 1,84861 152 135 0

事務事業名 美しい森林づくり基盤整備交付金事業 事務事業コード 113-303-41
総
合
計
画

基本目標 いきいきと働き、活力とにぎわいのあるまち 担当課 農林課

政策名 農業所得の向上を目指し、やりがいのある農林業を確立する 担当者 日塔　渉

施策名 活力ある農村環境づくり 内線 263

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠 森林の間伐等の実施の促進に関する特別措置法

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 ６款２項１目 美しい森林づくり基盤整備事業  0009 予算コード 01-060201-0900

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

戦後造成され徐々に齢級が高まりつつある人工林の健全な育成や森林
の有する多面的機能の維持増進を図ることが課題になっていることか
ら、市内森林の間伐を促進し、健全な森林の育成につなげる。 事

業
内
容

　森林の多面的機能の持続的発揮のため、森林所有者、森林組合等が
特定間伐等促進計画に位置付けられた間伐等の経費について、交付
金を交付する。
・市有林・民有林等の間伐に関する委託
・森林組合が民間森林所有者を取りまとめ間伐を実施

対
象

森林所有者、森林組合等

目
指
す

状
態

公益的機能の高い健全な森林 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 人工林面積（民有林）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 2,187- - 2,187 2,187 2,187
2,187

説明（算式等） 達成率
活
動
指
標

指標名称 間伐面積(ｈａ)
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 9.891.12 0.63 0.36 0 1.36
2

説明（算式等） 達成率 494.5%56.0% 31.5% 18.0% 0.0% 68.0%
成
果
指
標

指標名称 累計間伐面積(ｈａ)
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2目標

実績 13.361.12 1.75 2.11 2.11 3.47
5.7

説明（算式等） 達成率 234.4%19.6% 30.7% 37.0% 37.0% 60.9%

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28

件数：1件　事業費：3,696千円　補助金交付額：1,848千円（事業費の1/2）　事業者：最上広域森林組合

Ｈ29 Ｈ30

適切な間伐を行うことで、森林の多面的機能の維持増進ができた。

内
　
訳

国庫支出金

受益者負担

その他特財

0 0

1,84861 152 135

一般財源 00 0

120

県支出金

0

主な歳出の内訳

美しい森林づくり基盤づくり整備交付金 1,848

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

113-303-41(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

1

1

3

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 H19 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

□ □ □
□ ■ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

今後の方向性 理由等

0

消耗品・資材費その他特財

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

一般財源

1,609

その他

県産材利活用拍子木製作業務委託

報酬費

県産材利活用陣峰の市民の森案内板製作業務委託

1,6091,609

1,609 1,609

0

1,6092,380 1,795 1,609内
　
訳

国庫支出金

受益者負担

344.5%920.3% 878.8% 952.5% 909.3% 1112.8%

Ｒ2目標

実績 1,3783,681 3,515 3,810 3,637 4,451
400

達成率

成
果
指
標

指標名称 森づくり事業参加者数（人）
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等）

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

4 4

66.7% 66.7%

Ｈ30 Ｒ1

6
説明（算式等） 達成率 50.0%66.7% 50.0% 50.0%

指標名称 森づくり事業数(件)
Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 34 3 3

R2Ｈ27

34,524
説明（算式等） 住民基本台帳人口(年度末) 達成率

Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 34,52437,407 36,833 36,463 35,465 35,039

その他　（

対
象
指
標

指標名称 市民
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

多くの市民が森林や森づくりへの意識を高め、森林活動を日常
に採り入れることを目指す。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

目
的

森林への関心や森づくりの意識高揚につなげる。

事
業
内
容

陣峰市民の森での森林・自然環境学習の推進や自然環境の保
全活動、県産材の利活用の推進について、学校や地域住民と協
働により実施する。

対
象

市民

(１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

事業区分 独自事業 法定事業

事業期間

単年度 事業年度

法令根拠

条例・要綱等

予算コード 01-060201-0500

内部事業 評価区分 評価事業

担当者 日塔　渉

施策名 活力ある農村環境づくり 内線 263

説明事業

総
合
計
画

基本目標 いきいきと働き、活力とにぎわいのあるまち 担当課 農林課

政策名 農業所得の向上を目指し、やりがいのある農林業を確立する

301

事務事業名 森づくり推進事業

予算・事務事業名 一般会計 ６款２項１目

みどり環境交付金（補助率10/10）内での事業運営となっている。

森づくり推進事業費　　　　0005

事務事業コード 113-401-41

事業内容

市内中学１年生を対象とした森林学習会を開催した。
補
足
説
明

参加者数

286

事業名

②森林学習会

③県産材利活用促進事業

①湿地帯保全活動 福宮地区住民と協働で湿地帯周辺部の森林整備を実施し、多様な生物の保全を図った。

1,000
県産木材を活用し、市民参加型のワークショップ形式により陣峰市民の森の案内板を製作した。

事業費の算出根拠（R2）

92

Ｒ1Ｈ27 Ｈ28

県産木材を活用し、製作した拍子木を市内の消防団（約100団）へ配布した。

みどり環境交付金を活用し、市民に森づくりの大切さや楽しさを感じてもらう事業を行うことができた。

2,380 1,795

成果（どのような状
態になったか）

年　　度 R2Ｈ29 Ｈ30

主な歳出の内訳1,609

40

493

462

313

事業費　・・・　①

県支出金

0 0 0 0

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

113-401-41(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

1

1

3

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

□ □ □
□ ■ □
■ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

理由等今後の方向性

受益者負担

0

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

その他特財

00 0 0

主な歳出の内訳

0

県支出金内
　
訳

国庫支出金

一般財源

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28

計

みどりの少年団活動（北辰小）

Ｈ29 Ｈ30

説明（算式等） 達成率 105.0%90.0% 85.0% 85.0% 85.0% 105.0%

Ｒ2目標

実績 2118 17 17 17 21
20

成
果
指
標

指標名称 活動支援団体及び地域数（件）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

説明（算式等） 達成率 86.7%92.3% 87.2% 88.1% 80.8% 96.4%

Ｒ2計画

実績 1,0401,107 1,046 1,057 970 1,157
1,200

活
動
指
標

指標名称 募金総額（千円）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

-
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 -- - - - -

その他　（

対
象
指
標

指標名称 -
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

森林の整備や緑化の推進の意義に対する理解と認識を深め、
緑豊かな環境づくりを推進していく。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

森林の整備や緑化の推進の意義に対する市民の理解と認識を
深め、緑豊かなまちづくりにつなげる。

事
業
内
容

「緑の募金」に係る本市における窓口として「新庄市みどり環境
推進協議会」の事務局を担い、山形県みどり推進機構より交付
される、緑の募金を原資とする交付金を活用し、「新庄市みどり
の少年団」をはじめとする、緑化活動を行う団体の活動支援を
行った。

対
象

市民、関係団体

01-060201-0101

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 ６款２項１目 職員給与費 予算コード

施策名 活力ある農村環境づくり 内線 265

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

担当課 農林課

政策名 農業所得の向上を目指し、やりがいのある農林業を確立する 担当者 柴﨑洋一

0 0

事務事業名 新庄市みどり推進協議会運営事業 事務事業コード 113-402-41
総
合
計
画

240,000

基本目標 いきいきと働き、活力とにぎわいのあるまち

0

事業費　・・・　① 0 0 0

各団体が森林環境教育や緑化の推進を実施し、森林の整備や緑化の必要性への理解を深めることができた。

520,000

Ｒ1 事業費の算出根拠（R2）

0

当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

令和２年度支出の内訳 金額（円） 　山形県みどり推進機構より52千円を新
庄市みどり環境推進協議会が交付を受
け、左のとおり緑化活動等に交付した。

森林環境教育事業（60,000円*4校）
新庄小、日新中、八向中、萩野学園

110,000

緑化推進活動（幼児教育・保育施設） 170,000

雑費（振込手数料）

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

□ 分割

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

113-402-41(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

1

1

3

● ○ ○ ● ○

○ 令和 年度

● 始期 R2 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

□ □ ■
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

Ｒ1 事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 5,302

事務事業名 森林経営管理計画事業 事務事業コード （新規）
総
合
計
画

基本目標 いきいきと働き、活力とにぎわいのあるまち 担当課 農林課

政策名 農業所得の向上を目指し、やりがいのある農林業を確立する 担当者 日塔　渉

施策名 活力ある農村環境づくり 内線 263

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠 森林経営管理法

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 6款2項1目 林業振興行政事業　0001 予算コード 01-060201-0001

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

管理が行き届いていない森林の整備進めていくことで、山地災害防止
等の森林のもつ多面的な機能を維持、向上させていくため。

事
業
内
容

所有者での管理が行き届いていない森林を抽出し、該当する森林所有
者へ対して、今後の森林管理についての意向を調査し、林業事業体と
連携しながら森林整備を行っていく。

対
象

新庄市内の管理が行き届いていない森林（人工林）

全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

新庄市内の森林の所有が明確化され、管理が行き届いている状態 実
施
形
態

市直営

その他　（

対
象
指
標

指標名称 意向調査対象森林（ha）
年度 R2Ｈ27 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 1,578

R2Ｈ27

1,578
説明（算式等） 達成率

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 0
0

説明（算式等） 達成率

指標名称 意向調査実施人数（人）

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1成
果
指
標

指標名称
森林経営管理制度に関連する森林整備
面積

年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等）

Ｒ2目標

実績 0
0

達成率

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28

林地台帳の更新が図られ、意向調査を行うための対象森林の抽出を行うことができた。

令和2年度は、森林所有者への意向調査準備のため、登記情報や税務情報等による林地台帳（森林所有者データ）の更新を行いつ
つ、管理が行き届いていない森林（意向調査対象森林）の抽出を行った。

Ｈ29 Ｈ30

内
　
訳

国庫支出金

県支出金

主な歳出の内訳

一般財源 5,3020 0 0 0

山形県森林情報管理システム共同利用運用料 132

新庄市森林経営管理意向調査準備業務委託 5,170

0

その他特財

受益者負担

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

新規(R02実績評価)


	111-101-41旧中部牧場管理運営事業
	111-101-41(R02実績評価)

	111-102-41肉用繁殖牛集団導入事業
	111-102-41(R02実績評価)

	111-103-41優良子牛認定保留事業
	111-103-41(R02実績評価)

	111-104-41畜産経営競争力強化支援事業
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	111-106-41国営造成施設管理体制整備促進事業
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	111-114-41(R02実績評価)

	111-115-41新庄地区地域用水環境整備事業負担金
	111-115-41(R02実績評価)
	Sheet1

	111-116-41元気な集落営農創生事業
	111-116-41(R02実績評価)

	111-118-41県営高壇地区経営体育成基盤整備事業負担金(H30新規)
	111-118-41(R02実績評価)
	Sheet1
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	111-119-41(R02実績評価)

	111-120-41ため池整備管理事業
	111-118-41(R02実績評価)
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	111-201-41果樹・園芸振興事業
	111-201-41(R02実績評価)
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	111-202-41(R02実績評価)
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	111-203-41（R2実績評価）
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	111-205-41(R02実績評価)
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	111-301-41(R02実績評価)

	111-302-41地産地消推進事業
	111-302-41(R02実績評価)

	111-304-41新庄産そば振興事業
	111-304-41(R02実績評価)

	111-305-41米粉利用推進事業（111-302-41へ統合）
	111-305-41(R02実績評価)

	112-101-41担い手総合支援対策事業
	112-101-41(R02実績評価)

	112-103-41人・農地プラン策定事業
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	112-104-41振興作物シニアチャレンジ支援事業
	112-104-41（R1実績評価）

	112-201-41新庄市花き連絡協議会事業
	112-201-41(R02実績評価)

	112-202-41新庄市果樹研究会事業
	112-202-41(R02実績評価)

	113-101-41中山間地域等直接支払事業
	113-101-41(R02実績評価)

	113-102-41農業交流施設維持管理事業
	113-102-41(R02実績評価)

	113-103-41水産振興支援事業
	113-103-41(R02実績評価)

	113-104-41環境保全型農業直接支援対策事業
	113-104-41(R02実績評価)

	113-201-41多面的機能支払事業
	113-201-41(R02実績評価)

	113-301-41森林病害虫防除事業
	113-301-41(R02実績評価)

	113-302-41陣峰市民の森維持管理事業
	113-302-41(R02実績評価)

	113-303-41美しい森林づくり基盤整備交付金事業
	113-303-41(R02実績評価)

	113-401-41森づくり推進事業
	113-401-41(R02実績評価)

	113-402-41新庄市みどり推進協議会運営事業
	113-402-41(R02実績評価)

	113-403-41森林経営管理計画事業
	新規(R02実績評価)


